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1．はじめに 

東日本大震災を契機に、①安定供給の確保、②電気料金の最大限の抑制、③事業者の

事業機会及び需要家の選択肢の拡大を目的とする電力システム改革が進められる中、更な

る競争の活性化を進めるとともに、環境適合、再生可能エネルギーの導入拡大、安定供給等

の公益的課題に対応するための方策について、電力システム改革貫徹のための政策小委員

会（以下、「貫徹小委員会」という。）において、議論がなされてきた。貫徹小委員会において

創設が提言された 5 つの市場（ベースロード市場、間接オークション・間接送電権市場、容

量市場、需給調整市場、非化石価値取引市場）等の詳細制度設計については、制度検討作

業部会1（以下、「本作業部会」という。）において検討が進められ、各市場における取引が開

始されている。 

 これまで、本作業部会においては、各市場の運用開始に向けて制度設計を進めるとともに、

運用を通して顕在化した課題や電気事業を巡る環境変化を踏まえ、適時制度の見直しを行

ってきた。本作業部会での討議内容については、定期的に取りまとめのうえ、パブリックコメン

ト手続を経て公表しており、本稿は 7回目の中間とりまとめとなる。 

 

 容量市場においては、2020 年 7 月に実施した第１回オークションにおいて約定価格が入札

上限となったことから、オークションの 2 段階化や小売事業者の激変緩和など価格決定手法

の抜本的な見直しが行われた。2021 年 10 月に実施された第 2 回オークションでは、約定価

格は大きく低下したものの、市場の分断によりエリアプライスに差が付く、発動指令電源が募

集量を超えた入札が行われるなど、約定価格以外においても、第１回とは大きく異なる結果と

なった。そのため、第 3 回オークションに向け、第 2 回オークションの制度見直しが入札行動

や入札結果に与えた影響について分析するとともに、発動指令電源の募集量、経過措置の

扱い、競争が限定的なエリアの取り扱いをはじめとした各論点を中心に、投資予見性の確保

を通じた安定供給と小売事業者の費用負担のバランスなどの視点から、容量市場に期待さ

れる機能・役割に立ち返り、改めて制度全体の検討を行った。 

 

 ベースロード市場においては、昨年度、新電力が支払う預託金の引き下げや、1 月下旬に

第 4 回オークションを追加開催することとするなど、事業者の利便性向上を通じた市場の活

性化に向けた見直しが行われた。昨年度は、第3回オークションで約定量が過去最大となり、

約定価格も全エリアで上昇傾向となったが、一方で、エリア間の分断率の上昇に伴い、足下

では特定のエリア間の市場間値差が拡大するといった新たな課題も生じた。ベースロード市

場の清算価格が約定価格から大きく乖離することで、売手事業者としては費用を適切に回収

できないリスクが、買手事業者としては BL 市場約定価格での購入ができないリスクが生じて

いる。ベースロード市場は本来固定的な価格での受け渡しが望ましい。あるべき制度につい

 
1 本作業部会は、2017 年 3 月に総合資源エネルギー調査会電力・ガス基本政策小委員会

（以下「基本政策小委員会」という。）の下に設置されたものである。 
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ては継続的に議論を行うこととしつつ、まずは応急的な値差リスク軽減の手法について検討

を行った。 

 

非化石価値取引市場においては、世界的な脱炭素という潮流の加速化や、2050 年カーボ

ンニュートラル宣言などにより、需要家のカーボンフリー電気の調達ニーズが高まっているこ

とを踏まえ、小売電気事業者の高度化法上の義務の達成ための高度化法義務達成市場を

2021 年 8 月に創設するとともに、需要家も市場取引に参加可能とする再エネ価値取引市場

を 2021年 11月に創設した。今回、市場の創設に伴い、2022年度の中間目標や需要家が調

達した証書等について検討を行った。 

 

今回の審議期間においては、3 月に、福島県沖地震等による発電所の停止、真冬並みの

寒さによる電力需要の大幅な増大、また悪天候による太陽光の出力の大幅な減少等に起因

する電力需給ひっ迫が発生した。また、ロシアによるウクライナ侵略などの影響により、世界規

模でエネルギー安定供給の不確実性はかつてない程に高まっている。エネルギーを取り巻く情

勢が大きく揺れ動く中、我が国の国民生活や経済活動を支える電力の安定供給をいかにし

て実現できるか、改めてその公益的課題に正面から向き合うことが求められている。本作業

部会は、引き続き、国内の社会・経済動向、国際情勢の変化に機敏に対応し、各市場制度に

ついて不断の見直しを行っていかなければならない。 
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2．市場整備の方向性（各論） 

2.1.非化石価値取引市場 

（1）2022年度の中間目標値について 

2021年度における非化石価値取引制度の見直しに伴い、同年度の中間目標については、

非 FIT 非化石証書（以下、「非 FIT 証書」という。）における外部（市場又は相対）の調達比率

を定めることにより、新たな目標値を設定した。2022 年度の中間目標値を検討するにあたっ

ても、同様の考え方を踏襲することを前提に当該年度の証書の需給の検証を行い、具体的

な外部調達比率を議論した。 

今回の利用したデータや前提に基づいて証書の供給量を試算すると2、市場や相対に供出

されうる証書量は約 775 億 kWh と考えられた。また、証書の供給量と需要量のバランスを行

った結果としては、証書供給量約 775億 kWhに対し、外部調達比率を 6％-9％と仮定すると、

2022年度においての証書の需給バランス（比率）は大凡 1～1.5程度となった。 

 

（参考図 1-1）2022年度の中間目標値の設定における非 FIT証書の需給検証結果① 

 

 

 

 
2 なお、今回の検証における前提は以下のとおり。 

⚫ 基本データ 

直近の 2021年度供給計画とりまとめにおける、2022年度の全国大での非化石電源からの想定供給電力量および需要想定量を利用。 

⚫ 証書の供出量 

上記の供給計画の水力、原子力、太陽光、風力、地熱、バイオマス、廃棄物の供給電力量から、各社の内部取引量および FIT発電量相当を控除

した量を供出量とした。 

⚫ 内部取引量 

第 51回の本作業部会でも紹介のとおり、グランドファザリング(GF)設定基準年(2018年度)における全国平均の非化石電源比率または各報告対

象事業者の非化石電源比率を用いて、内部取引量を算定した。 

⚫ FIT発電量相当 

2021年度の年間買取実績を推計(2021 年度の第一四半期の買取実績を基に推計)。 
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（参考図 1-2）2022年度の中間目標値の設定における非 FIT証書の需給検証結果② 

 

 

（アンケート結果について） 

証書の調達側は、目標の達成に対する評価が 3 ヵ年の平均であることから、対象事業者

毎に目標に対する達成の取り組み状況は異なると考えられる。 

この点を踏まえ、当該年度の外部調達比率の検討を深めるために、2021年度の中間目標

の対象事業者 56者における足下の証書の調達状況や、今後の調達見込みを含めた取引の

実態などを把握するためのアンケートを実施した3。 

その上で、2022年度の目標における外部調達比率を検討するにあたっては、2021年度と

の需要の平準化を図る観点から、これまでの未調達分は最大限 2021年度に調達されること

を基本として、2022年度の需要を想定することとした。 

 

（参考図 1-3）非 FIT証書の調達状況に関するアンケート 

 

 

 
3 次頁からの回答結果は、特段の指定がない限り各社の販売電力量に応じて加重平均を行ったものである。 
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非 FIT証書の調達方法は、全体の約 4割が市場調達になっていた。市場調達比率が 10%

未満の事業者が半数を占める一方、同比率が 60%以上の事業者も全体の 4割程度を占め

た。 

（参考図 1-4）非 FIT証書の調達状況① 

 

 

相対取引においては、8割以上を「再エネ指定あり」で調達している事業者が 7割を越えて

おり、5月の調査時点（約５割）よりも「再エネ指定あり」の需要が高まっていた。 

相対取引の価格帯についてはかなりのバラツキがあるが、0.5円台以下が全体の約 4割とな

っていた。他方、1.0円以上の取引も約 2割ほど見られた。 

※ただし、相対取引の価格帯については、電気とセットで価格付けを行い、非化石証書の取

引価格を明確にしていない者もある点には留意が必要。 

 

（参考図 1-5）非 FIT証書の調達状況② 

 



 

8 

非 FIT証書の活用率（購入した非化石証書を電力メニューとして需要家に訴求している割

合）は、20％以下が 9割以上となり、引き続き小売電気事業者は高度化法の義務達成のた

めに証書を購入している状況であった。 

非 FIT証書の活用率を、単純平均（事業者数ベース）で示した場合、10％未満の事業者が

約 6割を占める一方、80％以上活用している事業者も 1割ほど見られた。2020年 10月のカ

ーボンニュートラル宣言や RE100等、需要家における再エネへの関心の高まりにより、前年

度と比べ、再エネメニューやカーボンフリーメニューへのニーズが高まっている、との声が多

かった。また、実際の販売量も大きく増加する見込みとの意見が多かった。 

 

（参考図 1-6）非 FIT証書の調達状況③ 

 

また、アンケートに基づくと、2021年度の中間目標値の対象である小売電気事業者の

2021年度の外部調達量見込みは、計約 363億 kWhであり、そのうち 2021年 4月～11月ま

での市場・相対取引の実績量は約 212億 kWhだった。（内、市場取引量：約 71億 kWh、相

対取引量：約 141億 kWh）。2021年度の各社の証書調達見込み総量は、外部調達必要総量

の約 90%を占めた。 

（参考図 1-7）非 FIT証書の調達状況④ 
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⚫ アンケートに基づき、2021年度の事業者全体の外部調達比率に対する達成度合いを

推計すると、約 90%であったこと 

⚫ これまでの未調達分は最大限 2021年度に調達されることを基本として、2022年度の

需要を想定することが求められること 

⚫ 2021年度の目標値の見直しにあたっては、市場の最高価格の引き下げ（4.0円/kWh

⇒1.3円/kWh)による価格面での抑制措置や、証書供給側における著しい減少（電源

の稼働率の減少や停止等）に伴う速やかな目標値の再検討について、既に整理され

ていること 

上記の観点を踏まえ、2022年度の外部調達比率を検討するにあたっては、2021年度の

未調達分は反映せず、22年度単年での需給に基づき判断することにした。 

具体的には、小売電気事業者における義務の調達環境の整備の観点から、前年度（需給

バランス 1.18）と同程度の裕度を持たせることとし、2022年度の外部調達比率は 7.5%(需給

バランス 1.19)とした。 

 

（参考図 1-8）2022年度の中間目標地における数値イメージ（試算） 

 
 

なお、審議においては 2022年度の外部調達比率を決定する際には、20年度での証書の

未調達分が 22年度の証書の供給不足など調達環境に与える影響などについてご意見をい

ただいた。 

これを受け、アンケート対象事業者の内、20年度と 21年度の目標達成率平均が 50％未

満の事業者4に対し、回答された 21年度調達見込み量の考え方と、未調達分の調達予定に

ついてヒアリングを行った。 

 
4 これらの事業者の 20 年・21 年度の累積未調達量は約 200 億 kWh。 
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その結果、21年度調達予定量については、以下のような回答が得られたため、実際の 21 

年度の調達量は、アンケート結果として示した約 363億 kWhよりも増加することが見込まれ

た。 

✓ あくまで回答時点での最低購入予定量を回答 

✓ 後期の購入予定量が未定のため、前期の実績のみ回答 

 

そのため、22年度の外部調達比率を検討するにあたっては、21年度との需要の平準化を

図る観点からも、20年度・21年度の未調達分は反映しないこととした。なお、万が一 22年度

に証書需給がひっ迫した際には、必要に応じて適切な救済措置が講じられるよう、予め検討

する。 

なお、外部調達比率については主に以下のようなご意見を頂いた。 

⚫ アンケートの結果、調達状況が 405億 kWhのうち 363億 kWh ということだが、20年度

の未調達分の 200億 kWhは入っていないということだが、200億 kWhの見通しはどうな

のかアンケートで聞いていれば教えていただきたい。22年度単年での需給バランスで判

断することに賛成。200億 kWhを吸収するという意味も含めて、昨年度と同じ程度の需

給バランスで 7.5％ということで良いと思う。 

⚫ 外部調達比率 7.5％については賛成。高度化法で 2030年非化石電源比率 44％以上が

決まっている中、その過程で中間評価を行って非化石電源の利用促進につなげていくと

いうことになっていると思うので、小売事業者としては高度化法の趣旨に則って中間目標

の達成に取り組んでいくと同時に、調達した証書を有効に活用して需要家の脱炭素化ニ

ーズにお応えしていくソリューションを提案していくことが重要と考える。再エネやカーボ

ンフリーメニューのニーズは着実に増加しているという手応えを感じている。 

⚫ 昨年度の持ち越し分 200億 kWhはもちろん、今年度も心配。10月頃から JEPX価格が

上昇しており小売事業者が厳しくて買いたくても買えない事業者が結構いるのでは。こう

した懸念がある状況下で来年度の目標をどうするかという議論が必要なのではないか。 

⚫ 22年度の外部調達比率については大きな意見はないが、20年度の未調達分も含めて

蓋を開けてみないと分からないので、万が一売り切れがあった場合の救済措置について

は事前に検討しておくべき。 

 

（2）第 1 フェーズの評価における評価方法について 

2020年度より導入が開始されている第 1 フェーズ(2020年度～2022年度)の中間目標に

ついては、これまで 3 カ年の平均による実績と目標値を比較し評価する点は整理されている

が、その評価の具体的な方法については検討課題であった。 

第 1 フェーズの中間目標の具体的な評価を検討するにあたっては、まず現行の高度化法

関連における内容を整理した。 
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（現行の高度化法での内容について） 

現行の高度化法においては、経産大臣は、特定エネルギー供給事業者（以下、報告対象

事業者）による非化石エネルギー源の利用の適切かつ有効な実施を図るため、判断の基準

となるべき事項を定め(以下、判断基準）、非化石エネルギー源の利用の適確な実施を確保

するため必要があると認めるときは、指導および助言を行うことができるとしている。（判断基

準において中間目標の記載あり。） 

また、報告対象事業者において、非化石エネルギー源の利用の状況が判断基準に照らし

て著しく不十分であると認めるときは、経産大臣は当該報告対象事業者に対し、判断の根拠

を示し、非化石エネルギー源の利用に関し必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができ

る、としている。 

さらに、そうした勧告を受けた報告対象事業者が、正当な理由なくその勧告に係る措置をと

らなかったときは、総合資源エネルギー調査会の意見を聴取し、当該報告対象事業者に対

し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。なお、命令に違反した場合に

は百万円以下の罰金に処するとしている。 

 

（第 1 フェーズでの具体的評価方法） 

これまでの本作業部会における制度設計の議論においては、本作業部会第二次中間とり

まとめにも記載のとおり、第 1 フェーズの中間評価では、中間目標の対象事業者の 3 ヵ年の

非化石電源比率の実績値の平均が、目標値の平均を上回っている場合においては、指導勧

告の対象とならない、と整理している5。 

この点を踏まえれば、評価方法における内容を検討すべき事象は、対象事業者の 3 ヵ年

における実績値の平均が、目標値の平均よりも下回っている場合と考えられる。他方で、中

間目標の評価に対しては、目標未達成の場合であっても、未達成の程度や背景は個社毎に

異なると思われるため、そうした背景・状況なども踏まえたうえで、適切な対応（指導や助言、

命令等）が求められると考えられる6。 

また、中間評価における評価の結果は、各社に目標への取組を求めていることからすれ

ば、適切にその状況を公表することも必要と考えられる。 

従い、具体的には、対象事業者について、その目標達成事業者と未達成事業者に分けて

社名を公表し、目標未達成の事業者については、その未達の程度についても併せて公表す

ることにした。 

 
5 なお、今回の第 1 フェーズにおける 3 カ年平均の評価については、その具体的な平均の

手法について事業者より問い合わせが複数あった。平均値の算定においては、その算定方

法の簡潔さ、明確さの観点から 3 ヵ年の目標値（％）の単純平均とした。 
6 2021 年度以降で報告対象となった事業者については、その対象となった年度からの評価

とした。（2021 年度から対象となれば 2 年間、2022 年度から対象の場合は単年度での評

価。） 
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また上記の目標未達成の事業者に対しては、その背景や状況などを考慮しながら、必要

に応じて指導や助言等を行うことにした。 

 

なお、第１フェーズの評価方法については、主に以下のようなご意見を頂いた。 

⚫ 中間目標の評価について、レピュテーションリスクを取る覚悟さえあれば 100万円払う方

が合理的と考え、もしこれを破る企業が複数出るようであれば、法改正して罰金を見直

すべき。 

⚫ 評価方法及び措置については、達成した事業者としなかった事業者の公平感を損なわ

ない観点が重要。未達の場合は、例えば第２フェーズの化石電源グランドファザリング量

を減らす等、目標達成のインセンティブを与えることも考えられるのではないか。 

⚫ 公表の仕方について、未達の金額感が想像できるように、販売電力量を記すなどして、

もう少し厳しい内容にした方が良いと思う。 

⚫ 高度化法の役割を適切に機能させるためにも、各事業者の努力の度合が見える化され

ることは意義があると思う。 

 

（第 1 フェーズの評価における配慮措置について） 

なお、本作業部会では、第 1 フェーズの評価方法について 21年度までの目標未達分の解

消への懸念から、それまで目標達成に真摯に取り組んできた事業者が、来年度に証書不足

で目標が未達になった場合の措置の必要性について、意見を頂いた。 

 こうした点も踏まえ、万が一、22年度に証書の需給がひっ迫し、目標達成が困難になる事

業者が生じた場合は、公表の際に「未達成」に分類した上で、（証書供給量が不足する等）需

給バランスが著しく悪化したためやむを得ず未達になった旨を注記するとともに、指導・助言

の対象外とした。 

なお、当該措置は、23年 5月の最終オークションにおいて買入札したものの、売り切 

れが発生し購入できなかった場合に適用が検討されることとした。その際、20・21年度の調

達状況や、著しく低い価格での入札の有無、相対取引による購入努力等を、ヒアリングにより

精査した上で、適用の要否を判断することにした。 

ただし、当該措置は、あくまで緊急措置としての位置づけである。制度の見直しに伴い、目

標値は証書の需給に基づいた外部調達比率により設定されることとなったため、基本的には

これまでの未調達分は極力 21年度に調達されることが望ましい。 

 

（参考図 1-9）公表イメージ例 
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（3） 2022年度の中間目標に向けた調達状況 

資源エネルギー庁では、中間目標の対象事業者に対する証書の調達状況についてのアン

ケートを 2022年 3月に再度行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考図 1-10）アンケート内容 

 

アンケート調査によると、2021年度の中間目標値の対象である小売電気事業者の 2021

年度の外部調達量実績は、計約 377億 kWhであった。2022年 2月末時点で、各社の証書

調達量実績は、外部調達必要量の約 93％を占めていた※1。また証書の調達方法は、全体の

約 3割が市場調達であった。7 

 
7 なお、2022 年 5 月時点で 2021 年度における証書の需給状況を確認した際には、2020
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（参考図 1-11）2021年度の非 FIT証書の調達状況① 

 

 

2021年 12月に行ったアンケート結果に比べ、21年度外部調達量における市場調達比率

と相対調達比率の偏りが平準化。市場調達比率が 10％未満の事業者が減少する一方、

90％以上の事業者も減少した。 

（※昨年 12月のアンケート結果：「0～10％」…52％、「90～100％」…21％） 

相対取引の価格帯については、市場最低価格よりも低い 0.5円台以下での取引が全体の約

8割を占めていた。 

 

（参考図 1-12）2021年度の非 FIT証書の調達状況② 

 

 

年度未調達分約 200 億 kWh を含めた場合、2021 年度の非化石証書の外部調達必要量は約

633 億 kWh と推計されたのに対し、市場・相対取引の実績量は約 425 億 kWh であった。 
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21年度の中間目標値の対象事業者に対し、22年度の証書購入予定量を尋ねたところ、

21年度の購入量に比べ、FIT証書は、5割が 0-2割増加、約 4割が 6割以上増加すると回

答した。非 FIT証書については、約 2割が減少、約 7割が 3割以上増加すると回答した。 

※22年度の外部調達比率は 7.5％で 21年度比 5割増。（21年度の外部調達比率は 5％） 

回答事業者数でみても、FIT証書については約 5割の事業者が 0-2割増、非 FIT証書に

ついては約 3割の事業者が 0-2割増と回答した。 

 

（参考図 1-13）2022年度の証書の調達購入予定 

 

21年度中間目標値の対象事業者は、一定の非 FIT証書の調達が目標として求められて

いるが、FIT証書を使用して再エネメニューを販売してる事業者も多い。回答事業者（52社）

中、43社が 145の再エネメニューを販売しており、そのうち約半数が FIT証書を用いたメニュ

ーである。 

非 FIT証書に加え FIT証書を購入する理由としては、「RE100対応のトラッキング付メニュ

ーを販売するにあたり、地産地消を売りにしたメニュー等のために特定地域の FIT電源によ

る環境価値が必要なため」との回答が最も多かった。 

 

（参考図 1-14）小売電気事業者による FIT証書の活用状況 
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（4）中間目標の第 1 フェーズにおける共同の達成について 

これまでの本作業部会においては、中間目標においてグループによる達成のあり方などに

ついて検討を求めるご意見をいただいてきた。 

前述のとおり、第 1 フェーズ最終年度の目標値を検討するに際し、高度化法にも記載のあ

る共同による達成について、その取組の範囲や達成方法の内容について検討を行った。 

 

（参考図 1-15）これまでのご意見 

 

2015年 11月の電力基本政策小委では、高度化法の見直しにおける議論の中で、非化石

電源比率の目標達成に関して、事業者の共同での達成についても認めることとしている。ま

た、2016年 2月の電力基本政策小委においては、高度化法の告示である基本方針および

判断基準の内容を再整理しており、共同達成についても議論している。 

共同達成の方法については、事業者の取組状況等を勘案し、必要に応じて指針に盛り込

むことを検討していく、とされており、目標達成に向けた共同の達成について評価に反映する

ことを希望する場合、その取り組みについて書類で提出することを想定していた。 

 

（参考図 1-16）これまでの議論① 
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（参考図 1-17）これまでの議論② 

 
（共同の達成を検討する際の視点） 

共同の達成を検討する上では、高度化法の対象事業者は各社毎に中間目標が定められ、

目標の達成にむけ各自が取り組むことが求められている中であり、その趣旨を著しく妨げる

ことがないようにすることが大前提。 

例えば、共同の達成の行為や範囲をいたずらに広く認めることで、事業者自身が自社の目

標の達成に取り組む努力を避ける事態を引き起こしかねないおそれが考えられる。 
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従い、上記の前提を踏まえたうえで第 1 フェーズ(2020年～2022年)の中間目標における

共同の達成を導入する場合、以下のような観点を検討した。 

⚫ 共同達成の範囲 

   共同の達成の取り組む範囲をどこまで許容するか 

⚫ 共同達成の具体的な方法 

   共同達成の方法をどのようにすべきか 

 

（共同の達成の範囲および方法） 

目標値の共同達成の範囲については、取り組まれるケースとして以下が考えられる。 

1. 資本関係を有する同一グループ内の報告対象事業者間での取り組み 

2. 資本関係を有さない報告対象事業者間での取り組み 

前頁に記載のとおり、中間目標の趣旨を妨げない点を踏まえれば、少なくとも資本関係を

有する事業者間の取り組みに限定し、さらにその資本関係についても、親会社が 100%出資

をする事業者であることを条件とした。 

（参考図 1-18）共同の達成の範囲 

 

具体的な共同の達成の方法については、親会社が 100%出資する事業者間での取り組み

の場合、各社の目標値に対する証書の調達量を、一方(3社以上の場合は 1社)が、グルー

プ内他社分の目標値相当の証書量を調達することで、共同の達成がなされたとすることにし

た。なお、他社分の目標値相当の証書を調達する量は、その他社の販売電力量に応じた調

達量となる。 

また、共同の達成の際、一つの事業者が超過達成しても、グループ全体で見た場合未達

であった際は、当該取り組みを行う事業者全体の共同責任とすることにした。なお、3 ヵ年の

各社の目標値に対する実績値の評価である点は変わらない。 

 

（参考図 1-19）共同の達成の方法 
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共同達成の取り組みを行っている場合、達成計画の報告時に合わせてその取り組みの内

容の根拠となる資料の提出を求めることとする。 

 

（5）トラッキング実証の振り返りおよび今後について 

2019年 2月より実証事業としてトラッキングスキームを開始した(FIT証書より開始）。これ

により購入された FIT証書の由来となる電源種や発電所所在地等の属性情報を明らかにす

ることが可能となった。 

当該証書は国際的な再エネ導入拡大を進めるイニシアチブである RE100に活用すること

が可能であり、非 FIT証書についても、2021年 8月に開催された 21年度初回オークション

から実証を開始している。 

 

（参考図 1-20）トラッキング実証の概要 

 

 

（参考図 1-21）トラッキング拡大に向けての克服すべき課題 
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（参考図 1-22）再エネ価値取引市場の創設に伴うトラッキングの拡充 

 

 

（トラッキングの実績） 

FIT証書のこれまでのトラッキング需要量は、概ね増加基調であり、21年 11月のオークシ

ョンでは過去最高のトラッキングの付与量となった。一方、トラッキングの供給量については

21年 11月より対象を全 FIT電源にしたことにより、大幅に増加した。事業者の推移について

も増加基調。 
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（参考図 1-23）FIT トラッキング需要量推移 

 

（参考図 1-24）FIT トラッキング供給量推移 

 

（参考図 1-25）FIT トラッキング参加者数推移 
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8月より開始した非 FITオークションについても、一定の割合に対するトラッキングの要望

はある。 

 

（参考図 1-26）非 FIT トラッキング実績および参加者数推移 

 

 

（総括） 
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2019年 2月より実証を開始したトラッキングに対する需要は、足下に至るまで概ね増加基

調にある。特に、需要家や仲介事業者の市場参加も可能となった 21年 11月の再エネ価値

取引市場の初回オークションでは、従前対比で大幅な増加となった。 

こうした需要の増加は、世界的な脱炭素化への取組が需要家にも加速的に求められつつ

ある状況の中、需要家の調達電力の再エネ化への取組が行われてきていることを如実に示

しているものと考えられる。 

実際、トラッキングにより電源情報が付与された証書は、従来の小売電気事業者による

RE100対応のメニューでの活用のほか、商業ビルや商業施設全体における電力の再エネ化

や、一定の地域全体における再エネ電力の提供を進めるプロジェクトにおいてなど、その活

用領域は広がりをみせている。 

約 3年弱の実証では、周辺環境の変化も相まって、その活用事例が多様化しており、本取

組に対する需要も着実に高まってきていることから、小売を通じてや需要家が自ら行う電力

の再エネ化に対して一定の成果をあげられているのではないかと考えられる。 

今後我が国におけるカーボンニュートラル社会の実現に向けては、こうした取組に対する

ニーズは着実に高まっていくものと思われる。 

 

（今後の方向性について） 

これまで、トラッキングの利便性向上のため、全 FIT電源を対象にしたトラッキングを可能

とし、非 FIT再エネ電源にも対象を拡大してきた（21年 8月より）。 

こうした利便性の向上に向けた課題への対応は今後も必要である一方、現行の国の実証

事業では費用や体制面で一定の限度が生じるゆえ、今後更なるトラッキングの利便性の改

善に向けては、国による実証事業から、他機関での独立採算事業として移管を行うこととし

た。国から移管されるトラッキング事業の主体となる者は、証書の制度そのものに対する理

解や証書の管理・運営手法に対する基本的な知見などを有していることが大前提であり、トラ

ッキング付の証書は小売事業者が需要家向けに電力メニューなどで活用することも考えられ

るため、電気の使用者側の利益を保護する観点からも、経産大臣の監督下において適切に

運営される必要がある。さらに、円滑な移管による利用者側の混乱を回避する点も踏まえ、

現在非化石価値取引市場の運営を担う、日本卸電力取引所(以下、JEPX)に移管することと

した。 具体的には、2022年度の初回オークション開始からとする（実際のトラッキング業務に

ついては JEPXが適切に委託等を行い進める）。 

 

なお、トラッキングについては、現行の証書のように約定後に電源情報を付与する形態を

継続予定だが、証書における将来的な電源証明型への移行のタイミングにより、その手法が

改められるものと思われる。 

 

トラッキングについて、今後は以下のような点について検討を進めることとする。 
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⚫ 非 FIT証書の相対取引におけるトラッキング  

⚫ トラッキングの付与された証書の見える化（証書化） 

証書の実物化により需要家が求める証書付メニューに対する対価性を見えやすくする。 

⚫ トラッキング付証書の早期のデジタル化による需要家等への訴求環境の改善 

  証書を電子媒体を通じて需要家へ提供できるようデジタル化を進める。 

⚫ トラッキングに伴う有償化 

国の実証事業によって賄われているトラッキング費用について、当該トラッキングの利用

に伴う手数料化を行っていく。 

⚫ 電源証明化を見据えたトラッキングのあり方 

 

また、現在 FIT証書については、全量トラッキングを開始している一方、非 FIT電源につい

ては、発電事業者の任意・協力による電源の属性情報の供出によって行われている。そのた

め、オークションにおいて供出されるトラッキング量がそれを希望する需要量より少なくなる可

能性がある。よって、全量トラッキングが担保されていない非 FIT分を適切にトラッキングする

ため、発電事業者による電源の属性等の情報提供を担保する制度を導入することとした。 

 

（トラッキング有償化の方向性について） 

前述の検討課題の一つであるトラッキングの有償化における方向性については、海外制

度も参照にしつつ検討を行った。 

海外の証書制度におけるトラッキングでは、一定の料金構成に基づき利用者に対する課

金を行っている。各制度によって多少の相違はあるものの、概ね基本的には利用における年

度を通じた一定の基本料金（口座維持や電源の登録料）と、証書の利用毎に発生する従量

料金（証書の口座移転費、償却費、発行費等）を中心に構成されている。 

JEPXにおいても、現在既に証書の取引における年会費（12万円/年）や市場での取引手

数料（0.01円/kWh）は設定しているところ、トラッキング事業の利用に焦点をあてた費用の考

え方（方向性）についても検討が必要8。 

海外事例も踏まえ、今後 JEPXが主体となりトラッキング事業を運営していく上では、以下

のような論点について更なる検討を深めることとした。 

 

＜具体的な論点＞ 

⚫ トラッキングに対する費用負担者 

トラッキングを利用するのは証書を購入する側（小売電気事業者や需要家）である方向

性でよいか。 

⚫ 費用のかけ方 

 
8 トラッキング費用を 2 億円と仮定し（足下の実証事業は年間約 8,000 万円）、年間取引量が 250 億 kWh（今年度の現在までの市場約

定量（FIT と非 FIT 再エネ）は約 95 億 kWh）と仮定すると、約 0.008 円/kWh。 
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単価を設定した上でトラッキング利用量に応じたかけ方とするか、または一定の利用範

囲内毎に分けた階層的なかけ方でおこなうか。 

⚫ 有償化の開始時期 

これまでの実証事業から JEPXの独立採算制による運営開始となることを鑑みると、十

分な周知期間（例えば JEPXによる運営から１年間等）を経たうえで開始とする。 

 

なお、議論では主に以下のご意見をいただいた。 

⚫ JEPXが主体となることに異論ない。電源証明に移行していこうという時に、電源種別ご

とに分けるかという点は議論が複雑になると思うので、早期に検討を開始していただきた

い。 

⚫ JEPXに移管で良いと思う。非化石価値の提供にあたってトラッキングに求めたいのは、

非化石価値の正しい証明や保証であり、信頼性のある仕組みを求める。信頼性とは、価

値の移転や償却といった証書の管理も含む。利便性の追求もそうだが、欲しいのは必要

なデータの抽出機能。データをどう活用し、どう見せるかはまさに事業者の腕の見せ所

なので、必要以上の機能で高コストになることは避けたい。 

⚫ 今後 JEPXに移管する点に賛成。トラッキングの費用については当然導入されることと

なると思うが、不公平感のない費用の在り方を検討いただきたい。 

⚫ 証書を利用する需要家からすると、国内のみならず海外のステイクホルダーに自社の取

組として示していく上でトラッキングは重要なので、移管後も国内外の法律や海外のイニ

シアチブ等もしっかり確認していただきたいので、そこについては国が一定の関与を継

続していく必要があるのかなと思う。 

⚫ 資料で上げられていることをしっかり実行しながらスムーズな移管をしていきたい。また、

利用される皆様の声をよく聞きながら更なるトラッキングの発展に寄与していきたい。そ

の中では色々なプロトコルへの適合していくような形を国と協力しながらやっていきた

い。そういった中でかかる費用についてはご相談しながら入れていきたいと思っている。 

 

（参考図 1-27）米国トラッキングでの費用負担例 
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（参考図 1-28）I-RECの費用負担例 

 

 

（6）アグリゲーター（特定卸供給事業）における環境価値の取扱いについて 

2020年の電気事業法改正（施行 2022年 4月 1日）により、特定卸供給事業（以下、アグリ

ゲーター）が新たに規定された。従来アグリゲーターは、電力需給ひっ迫時に大口需要家の
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需要を抑制する役割を主に担っていたが、法的な整備も行われ、今後 FIP 制度の開始などカ

ーボンニュートラル社会の実現に向けた再エネの導入拡大において、その役割も広がりを見

せつつある。 

 アグリゲーターによる今後の主な役割には、DR を中心とした予備力提供やより瞬時の調整

力の確保のみならず、複数の再エネ電源を束ねることで、再エネ電源の発電変動を吸収し、

安定した供給力として卸電力市場などへ電力の供給を行うことが挙げられる。 

再エネ価値（非 FIT）を有する電力を他者へ提供するという観点では、発電事業者と同様な

役割になっていると思われるため、環境価値の取引においては、第 33 回での本作業部会に

おいて整理したとおり、アグリゲーター（特定卸供給事業者）を発電事業者に準ずる者として

取り扱うこととした。また、非 FIT 電源からの調達分については、アグリゲーター（特定卸供給

事業者）によるオークション市場での入札を認めることとした。 

なお、アグリゲーターは、非FIT再エネ電源から調達した環境価値（再エネ価値）について、

発電事業者と同様に、その価値の認定主体である国へ申請し、認定を受ける必要がある。そ

の際、仮にアグリゲーターが電気事業法上の発電事業者から、電気と環境価値（再エネ価値）

を調達する場合は、環境価値のダブルカウントを回避する観点から、取得するアグリゲーター

が環境価値のための電力量認定の申請を行う必要があると整理した。 

 

（参考図 1-29）アグリゲートされる非 FIT再エネ電源の環境価値の取扱い例 

 

 

 

（7）非 FIT証書における発電側と需要家の直接取引について 

昨今の世界的な脱炭素化に対する取り組みが加速化する中、わが国においてもエネルギ

ーミックスの改定に伴い、再エネ電源の導入拡大が求められている。こうした中、再エネ電源
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からの電力調達について、その手法も多様化している。 

昨今では、特に、需要家と非 FITの再エネ発電事業者が長期の電力購入契約を結ぶ電力

調達形態（コーポレート PPA）について注目が集まりつつあり、その具体的な手法も、電力や

再エネ価値の購入契約（小売を含む）を直接結ぶ方式（フィジカル PPA）や、卸電力価格と契

約した固定価格との差額決済により再エネ価値を別途取引する方式（バーチャル PPA）など

がある。 

（参考図 1-30）フィジカル PPA とバーチャル PPAについて 

 

 

米国をはじめ、世界的にコーポレート PPAの案件が増加しつつある中、国内においても小

売電気事業者が参加するスキームによる取り組みが普及しつつある。さらに昨今、発電事業

者や需要家において、特にバーチャル PPAのように、直接的に再エネ価値を取得できる取り

組みの実現を求める声がでてきている。他方、こうした取り組みの対象となりうる非 FIT再エ

ネ電源由来の非 FIT証書は、高度化法の義務の手段であり、小売電気事業者のみが調達

可能となっていた。 

こうした新たな再エネ調達の取り組みについては、再エネ価値取引においてもその利用を

しやすくすることで、今後の導入拡大を後押しするものであるとも考えられる。そのため、高度

化法における小売電気事業者の目標値から上記取組の取引量分を控除することを前提に、

非 FIT再エネ電源に係るコーポレート PPAの取り組みに限り、一定の要件を満たす場合に

は、発電事業者と需要家における非 FIT再エネ証書の直接取引を認めることとした。要件に
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ついては、対象となる電源について検討をおこなった9。 

対象電源の具体的な要件の検討にあたっては、以下の点について議論を行いつつ、様々

な産業界の需要家を対象にヒアリングも行った。 

 

⚫ 取り組みを認める対象電源をどの範囲まで認めるか。 

⚫ 新設電源の場合、いつから新たに設置される電源を対象とするか。 

⚫ 卒 FIT電源も対象の場合、高度化法の義務算定時における控除方法をどうするか。 

 

（参考図 1-31）取り組みを認める対象電源の範囲を考える際の視点 

 

 

その結果、対象電源に卒 FIT電源を含めることについて賛同意見が多かった一方、一定

の追加投資を要件とするなど、電源の更なる自立化のための措置を求める御意見もあった。 

この点について、コーポレート PPA（バーチャル PPA）の主たる目的が再エネ電源の拡大

であるとすれば、一定の追加投資が必要とも考えられるが、再エネ電源の維持も目的に含む

とすれば、追加投資の有無にかかわらず、卒 FIT電源を対象とすることが妥当であると考え

られる。この点、再エネ証書を活用したバーチャル PPAは、需要家が発電事業者に対して一

定の対価を支払うものであることから、その対象とするか否かは、需要家のニーズに委ねる

ことが妥当と考えられる。したがって、卒 FIT電源については、追加投資の有無に関係なく対

象電源として認めることとした。 

新設電源（非 FIT）の具体的な対象範囲については、実務上の調整は必要に応じて行いつ

つも、早期実現の観点から、2022年度以降に営業運転開始となる電源とした。 

なお、FIP電源を対象にするかについては、今後の需要家ニーズ等を踏まえた上で、必要

に応じて検討することとする。 

 

 

（8）需要家が証書を直接調達した場合の取扱いについて 

 
9  その他、証書のダブルカウントを回避するために、非 FIT 再エネ発電事業者と需要家

双方が JEPX において証書の口座を開設すること。また、証書の口座移転完了日までに、

JEPX に相対取引の内容を報告し、適切に証書の口座移転を行うことも要件とした。 
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本作業部会第六次中間とりまとめにおいて、需要家が再エネ価値取引市場において直接

購入した FIT証書の温対法での具体的な活用方法については、別途の検討会で議論される

予定である旨を報告した。その後、第 1回温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度におけ

る算定方法検討会（2022年 1月 17日）において、電力需要家が直接非化石証書を調達した

場合の温対法における取扱いは、小売電気事業者と同様、「証書の電力量×全国平均係数

で算出した CO2量を、他者から供給された電気に由来する CO2排出量から控除する」方法

とすることが整理された。 

 

（参考図 1-32）電力需要家が調達した非化石証書の温対法における取扱い（各案の評価） 

 

地球温暖化対策推進法の政省令に基づく電気の利用における CO2排出量の算定におい

ては、事業活動に伴い使用された「他人から供給された電気の量」に kWh当たりの CO2排

出量を乗じることとされており、供給主体が小売電気事業者であるか否かは問われていなか

った。 

この点、2021年度から新たに証書取引に参加できるようになった需要家が調達した非化

石証書の活用方法は、従来から証書取引を行ってきた小売電気事業者が活用する際の計算

方法と齟齬がないようにすべきであると整理されている。 

小売電気事業者が非化石証書を活用する際のゼロエミ価値は、小売電気事業者による供

給実績に基づき算出されており、その算定には自己託送など非小売電気事業者により供給

された電気は含まれていない。また、FIT証書のゼロエミ価値は、小売供給されている電気を

通じて需要家により負担されている FIT賦課金により支えられた電源から生み出されてい

る。そのため、非化石証書の活用対象も、小売電気事業者から供給された電気に限ることと

した。 
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また、地球温暖化対策推進法の政省令においても同様の扱いとすることとする。 

 

（9）需要家による証書の環境表示価値の活用について 

 2021年 11月より需要家も直接証書を購入可能とする再エネ価値取引市場を試行的に開

始しているところ、需要家が取得した証書の再エネ価値を、どの期間の電気に活用すること

が可能かについて、多くの質問が寄せられたことから、整理することとした。 

 非化石証書については、従来より高度化法や温対法の報告において活用される場合、1月

～12月発電分の証書を取得年度（４月～翌 3月）の供給電力に対して利用され、こうした証

書は上記報告の時期を迎える 6月末までが活用期間となっている10。こうした点を踏まえ、需

要家は 21年 1月～12月発電分の証書を 21年 4月から 22年 6月末までに使用した電力

に対して環境表示価値を活用することを可能とする11。 

なお、小売電気事業者については、これまで本作業部会で報告した会計や税務上の整理に

変更なく、適切に環境表示価値を需要家に訴求することとしている。 

 

（参考図 1-33）需要家、仲介事業者が証書を取得する際の会計・税務上の取扱について 

 

  

 
10 ただし、相対取引分については、取得したタイミングから翌年 6 月末までが活用期間。 
11 ただし、相対取引分については、取得したタイミングから翌年 6 月末までの使用電力に

対して活用可能。 
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2．2．ベースロード市場 

（１）背景 

2016 年の小売全面自由化後、新規参入者（新電力）と旧一般電気事業者（大手電力会社）

の間で公平な競争条件を整備することが課題となっていた。とりわけ、石炭火力や大型水力、

原子力等の安価なベースロード電源（以下、「BL 電源」という。）12については、新電力のアク

セスが極めて限定的であったため、大手電力会社と比して新電力は十分な競争力を有しない

状況であった。 

この課題に対処するため、ベースロード市場（以下、「BL 市場」という。）が創設され、旧一

般電気事業者等が保有するＢＬ電源等により発電された電気の一部を、適正な価格で市場

供出することが制度的に措置された。 

また、BL 市場は別途検討されていた連系線利用ルールの見直し等、他の様々な市場・制

度等とも相互に関連している。そのため、電力システム改革貫徹のための政策小委員会（以

下、「貫徹小委員会」という。）の中間とりまとめ（2017 年 2 月）においては、こうした他制度と

の整合性を保ちつつ、2020 年度から電気の受渡しを開始できるよう、今後詳細な制度設計を

行うとした。これを受け、本作業部会において、他制度・規制との関係も踏まえつつ市場の詳

細設計を行うこととなった。 

本作業部会においては、間接オークションとの関係踏まえ、ＢＬ市場で成立した取引もスポ

ット市場を介してエリア間取引が行われることが適当とされた。また、スポット市場が分断した

場合、BL 市場での約定価格と約定した電気の受渡し価格が異なるリスクが発生するため、

各地域間連系線の月別分断発生率等を踏まえ、①北海道エリア、②東日本(東北・東京)エリ

ア、③西日本(中部・北陸・関西・中国・四国・九州)エリアの３つの市場が設定され、エリア内

で分断が頻発する等の場合には、必要に応じて見直しを行うとされた。なお、BL 市場の清算

は、各々の市場の基準エリアプライスを設定し、この基準エリアプライスと事業者が属するエ

リアのエリアプライスの値差が生じる場合に清算をすることとされた。 

取引開始以降、事業者から BL 市場の利便性向上に関する要望も寄せられた。本作業部

会の第四次中間とりまとめ（2021 年 6 月）では、それらを踏まえ 2021 年度から供出任意とし

て第 4回オークションを開催すること、預託金水準を 3%から 1%へ引き下げることとされた。 

また、足下ではエリア間の分断率も上昇する等、市場設計時点と状況が変わりつつある。

それにより、売手事業者としては費用を適切に回収できないリスクが、買手事業者としては

BL 市場約定価格での購入ができないリスクが生じている。そのような状況を踏まえ、2021 年

度のオークション結果を振り返るとともに、エリア間値差が拡大している現状とその対応方針

について、本とりまとめにおいて総括する。 

 

 

 
12発電（運転）コストが、低廉で、安定的に発電することができ、昼夜を問わず稼働でき

る電源。地熱、一般水力（流れ込み式）、原子力、石炭火力を指す。 
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（２）2021年度オークション結果総括 

2021年度第 3回オークションは合計 49.1億 kWh と過去最大の約定量となり、年度別約定

量としても、総量 65.5億 kWh と過去最大量となった(2019年度約定量の 1.4倍、2020年度約

定量の 2.3倍)。 

2021 年度は第 4 回オークションが初めて開催され、約定量は合計 5.1 億 kWh となり(2021

年度合計約定量の 7.8%) 、大規模発電事業者の供出は任意であるものの 2021 年度第１回

オークション約定量を上回った。他方、北海道エリアでは約定しなかった。 

 

 

(参考図 2-1)ＢＬ市場の約定量 

 

また、2021 年度オークションにおいて、約定価格は前年度と比較して全エリアにおいて上

昇傾向となった。2021 年度の入札価格は、両年度ともに比較的分散した価格帯にて入札さ

れており、回数を重ねるにつれ、売り/買いの価格水準の乖離が縮小する傾向が見られる。

固定価格での受渡しであるため、燃料費増減リスクの見積もりに差が生じ第１～２回のオー

クションでは約定量増加に繋がらなかったものの、徐々に買手の価格目線が上昇し、2021 年

度については第 3回で大きく約定したと考えられる。 

一方で、約定量は新電力の年間販売電力量の 4.2%13となっており、買手事業者としてはさ

らなる活用の余地がある。2021 年 3 月 9 日に電力・ガス取引監視等委員会より公開された

2021 年度第 4 回オークション監視結果においても、小売電気事業者は、スポット市場の価格

や需要の変動リスクを定量的に評価し、そのリスク量が経営体力の範囲内に収まっているこ

とを定常的に管理するとともに、ＢＬ市場で受渡しされる商品がリスクヘッジの一つの手段に

なる点に考慮した入札を行うことが望ましいとしている。 

 
13 電力取引報によれば、新電力の年間販売電力量(2020 年 4 月～2021 年 3 月)は沖縄以外

で 1,530 億 kWh。 
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(参考図 2-2)BL市場の約定価格の推移 
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(参考図 2-3)入札価格の分布イメージ 

 

 

(参考図 2-4)2021年度応札価格の平均価格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売入札量について、第 4回オークション以外は供出量を制度的に求めているため同程度で

推移した。供出が任意である第 4 回では売入札量は大幅に減少したが、第 4 回オークション

開催決定時に参考にした 2020年度の約定量(年間合計 29.1億 kWh)以上の売入札量は確保

することができた。 
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買入札量について、2021年度は過年度と比較し全エリアにおいて入札量増加傾向であり、

スポット市場の価格や燃料価格の推移等踏まえ買手側の BL 市場へのニーズが拡大してい

ると考えられる。 

2021 年度においても売入札量は買入札量の 2 倍以上となった。また、約定量は年間計

65.5億 kWhであり 2021年度買入札量の約 5.9%となった。 

 

 

(参考図 2-5)売入札量・買入札量・約定率の推移               

 

2021 年度は市場に参加した買手事業者数は 2020 年度と比較し増加した。2021 年度の各

回に参加した買手事業者数は 63～70 社と同水準で推移しているが、2021 年度オークション

に参加した買手事業者の総数は 96 社であり、各回毎に参加事業者が入れ替わっていた。 

2021年度新たに BL 市場に参入した買手事業者数は 29社であり、2020年度新規参入事業

者が 9社であったのに対し増加していた。また、第 4回に参加した買手事業者のうち 13社(約

13.5%)は第 4 回オークションから 2021 年度の BL 市場に参加しており、うち 9 社は初めての

BL 市場への参加であった。 

買手事業者数が増えている要因としては、2021年度から日本卸電力取引所への預託金水

準が引き下げられたこと、スポット市場の価格動向等を踏まえた新電力の BL 市場ニーズの

拡大等が考えられる。また、第 4回の買手事業者数が 70社と 2021年度の他回よりも多かっ

たこと、第 4回から参加する事業者も一定数みられたことから、第 4回(1月末頃)以降のオー

クション開催については要望とおり需要があったものと考えられる。 
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(参考図 2-6)買手事業者数と約定事業者数の推移 

 

(参考図 2-7)年度別参入買手事業者数と 2021年度参入買手事業者数の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）2022年度以降の第 4回オークションについて 

2021年度より年明けに第 4回オークションを実施することとされた。また、第 4回オークシ

ョンについては、大規模発電事業者に対しては市場への供出を制度的に求めず、各社の判

断による任意参加とされ、2022年 1月 28日に初めての第 4回オークションが実施された。 

第 4回オークションについて売手事業者・買手事業者にヒアリングを行った結果、開催自

体については両者より肯定的な意見が得られた。他方、売入札量が他回と比較して減少した

要因としては、時期の問題だけではなく、例年と比べて相対取引の引き合いが強いこと、足下

の情勢踏まえると燃料価格のボラティリティへの対応という点から燃調の無い固定価格販売

にリスクを感じたこと等、昨年度の開催決定時との違いも挙げられた。ヒアリング時点では

2022年度分相対契約の締結が終了しておらず評価は難しいものの、BL 市場で約定しなか

った電源の多くは相対契約等に活用されていると考えられる。 
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 また、第 4回について売手事業者からは参加任意での継続を希望する声が多数であっ

た。また、買手事業者からは制度的な供出を求める声もあったが、相対契約等の時期を考慮

し、制度的に供出を求めると相対契約等に影響が及ぶ可能性を指摘し、任意での継続を求

める声もあった。 

第 4回オークションに対する両者のニーズがあること、2021年度足下の状況を踏まえた売

札・買札の入札状況等踏まえると、引き続き市場の活性化状況を注視しつつ、第 4回オーク

ションについては、2022年度も同様に大規模発電事業者の供出量を任意として開催すること

とする。 

 

(参考図 2-8)ヒアリングにより得られた第 4回オークションに対するご意見の抜粋 

 

(3) 市場分断値差の状況変化について 

制度設計当初と比べ、足下ではエリア間の分断率が上昇する等状況が変わりつつある。

分断率が上昇し値差が生じているエリアの事業者が BL 市場にて約定した場合、約定価格

での受渡し・受取が困難になってきている。値差発生の状況が変化したことにより、売手事業

者としては費用を適切に回収できないリスクが、買手事業者として約定価格での購入ができ

ないリスクが生じている。取引コマ単位では、値差によるマイナスが BL 市場約定価格を上

回り、BL 市場清算額がマイナスとなる事例もみられる。BL 市場約定価格での受渡しを行う

為には、売手事業者・買手事業者ともに値差の損益を清算することも考えられるが、制度設

計やシステム構築等を勘案すると即時の対応は難しい。他方、2022年度 BL 市場約定分の

受渡しは既に行われており、日毎に値差損益が発生している。足下で売手事業者・買手事業

者それぞれに影響が出ている中、事業者への影響を考慮し何らかの措置が必要であること

から、2022年度以降の BL 市場の市場範囲の在り方やエリア間値差による損益について補

填・清算の在り方をどのように考えるか、また清算原資はどうすべきかについて検討を行っ

た。 
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（BL 市場の市場範囲について） 

2021年度以降、九州・中国間連系線の分断率が上昇しており、2021年 4月～2022年 3

月の分断値差も年平均で 2.7円程度と、市場範囲の設定時に議論した 2017年の北海道・東

北間、東京・中部間の分断値差と同水準となった。九州・関西間の分断値差発生率は、2021

年 8月以降、北海道・東京間での分断値差発生率を上回っている状況であった。 

 

(参考図 2-9)【エリアプライス】―【基準エリアプライス】の直近１年の移動平均値の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (参考図 2-10)2018年 4月以降の分断値差発生率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

40 

BL 市場は設定したエリア内で分断が頻発する場合には、必要に応じて今後見直しを行う

こととされているが、頻繁に市場範囲の見直しが行われるとなると、中長期的な市場の予見

性が低下する可能性がある。 

今後、再生可能エネルギーや原子力発電所の再稼働、連系線の増強状況によっては九

州・関西間のように分断値差が拡大するエリアが生じ、さらに市場範囲の分割が進む可能性

もある。また、2022年度オークションより九州エリアを分割する等市場範囲を見直す場合、一

般的には市場分割により市場の流動性の低下や約定価格の上昇、約定量の減少等、市場

において不利益となる事象が発生する可能性がある。また、より細かく市場範囲が設定され

ることにより、本来は全国一律を志向していた当初の BL 市場の在り方から離れることに加

え、広域調達もより困難となる。そのような観点も踏まえ、市場範囲に関する見直しは慎重に

検討する必要がある。 

以上の観点や BL 市場は本来１市場での取引を志向していたことも踏まえ、2022年度は

市場範囲の見直しは行わず、今後の市場活性化や市場創設時の志向、足下の分断値差等

を考慮し、将来的なエリア見直しの可能性等も含め、値差清算の在り方とともに来年度以降

に向け継続して検討を実施することとする。 

 

(参考図 2-11) BL 市場の 2022年度における市場範囲に関する案 

 

（エリア間値差による損益の清算の在り方） 

エリア間値差により約定価格での受渡しができていない状況については、2022年度は市

場範囲の見直しは行わないものの、想定以上の値差損失が生じた場合について清算を行

い、事業者が抱えるリスクを軽減することが考えられる。他方で、値差清算を検討するにあた

り留意すべき点が存在する。 

 

⚫ BL 市場と連系線利用権の関係 

➢ BL 市場設計時、間接オークションとの整合性を図る観点から、BL 市場の取引に

ついて独立して連系線利用権を付与せず、BL 市場の取引もスポット市場を介して

エリア間取引を行うことが適当とされた。BL市場の値差を全額清算すると、結果と

して、スポット市場を介さず BL市場の受渡しを行っていることと同義となるため、間
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接オークションの導入目的であった連系線利用の公平性・公正性から離れてしまう

可能性がある。そのため、BL 市場において値差が発生しない仕組みとする場合、

上記について慎重な検討が必要と考えられる。 

⚫ 間接送電権との関係 

➢ スポット市場の取引ではエリア間値差が避けられないことから、エリア間値差ヘッジ

商品として既に間接送電権が導入されていることも留意し、検討する必要がある。 

➢ 他方、間接送電権は隣接するエリア間の値差を基準とし、発行量は連系線運用容

量の空容量を上限として設定している。そのため、間接オークションの経過措置が

2026年 3月まで残存する現状、一部の連系線においては間接送電権の発行量が

限定されている状況である。 

⚫ 適応時期 

➢ 他制度との整合性を踏まえた市場や値差清算の在り方について検討することにな

れば、議論には一定の期間必要となることから、2023年度以降の BL 市場取引か

ら適用することが考えられる。他方、2021年 10月以降エリア間値差は拡大してお

り、2022年度足下でも想定以上の値差による損益が発生している状況。そのため、

何らかの早急な対応が必要と考えられる。 

 

上記留意点を踏まえ、他制度との整合性を保ちつつ、事業者への影響を考慮し可能な範

囲で公平な環境を整えるための応急的な措置として、2022年度は一定以上の値差による損

益について清算し値差リスクを軽減することとする。その上で、2023年度以降の BL 市場の

在り方・値差の考え方については、中長期的な視点で引き続き議論することとする。 

値差リスク軽減の考え方については、清算の閾値の考え方として統計的な閾値の考え方

(案①)とコストに基づく閾値の考え方(案②)がある。 

統計的な閾値の考え方(案①)は、統計的な値差の発生可能性に基づき、例えば３σ相当

値(約 99.73%)等一定以上の確率で発生する値差については売手・買手事業者ともに清算を

行うという方法等が考えられる。他方で、売手事業者については一定以内の確率で発生する

値差は供出価格に織り込むことが想定され、下記懸念点が想定される。 

 

(参考図 2-12)統計的な閾値が供出価格に与える懸念点 
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統計的な値差の発生可能性に基づく方法の他、売手事業者の入札価格に基づいた清算も

考えられる（案②）。その際、BL 市場が必ずしもコストベースでの約定ではないこと、電源持

替等の取組等により想定されていた可変費どおりになるわけではないこと等踏まえ、必要コ

ストを取り漏れるリスクを軽減できるよう値差清算の閾値を検討する必要がある。その閾値を

買手事業者の損失清算にも適用すれば、売手・買手両者に対応しうる公平な議論となる。 

清算の閾値を検討するに当たっては、売手事業者である大規模発電事業者については、

市場への一定量の供出、供出上限価格以下での入札が制度的に求められていることにも留

意する必要がある。また、売手事業者の供出価格にはＢＬ電源の固定費や可変費等が含ま

れ、BL市場にて回収するとした BL電源の固定費を値差により取り漏れた場合、その費用を

他市場で回収することは難しい。BL電源の可変費についても、電源持替可能性は電源毎に

異なっていることに加え、電源持替により低減できない可変費を値差により取り漏れた場合、

その費用を他市場で回収することも難しい。以上を踏まえ、応急的な措置として行う 2022年

度の値差損益リスク軽減については、売手事業者の値差損失を基準とし、スポット市場の価

格動向を踏まえた電源持替等実施することによる費用低減可能性も踏まえつつ閾値を定め

ることとする。また、売手・買手ともに全エリアで公平な議論とするため、各大規模発電事業

者の供出上限価格をもとに個社毎の閾値を算定し、それらの数値を参考として全エリア・全

事業者共通の閾値を検討することとする。 

BL 電源のうち、石炭火力以外の電源については技術的に出力制御が困難とされているこ

とから、電源持替が可能な電源種は石炭火力のみとする。また、エリアプライスが石炭火力

可変費（旧一般電気事業者の前年度第 3回オークションの供出上限価格における石炭火力

可変費）を下回っている場合に電源持替が行われたと仮定し、当該コマの割合をもとに電源

持替により低減できたと思われる石炭火力可変費を算出し、供出上限価格に対する割合を

各社の閾値とする。 
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(参考図 2-13)エリアプライスと各大規模発事業者の供出上限価格に織り込まれる石炭火力

可変費の比較イメージ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

上記の方法に基づき、旧一般電気事業者各社の閾値を算定したところ 2～9％であったこ

とから、各事業者の閾値を参考に、全エリアの売手・買手全事業者に使用できる閾値を 5％

と設定した。ただし、この閾値は、供出上限価格と供出価格、約定価格が異なることから、売

手事業者については供出価格に、買手事業者については約定価格に閾値を適用し、値差リ

スクの軽減を行うこととする。 

 

(参考図 2-14)各事業者の供出上限価格とエリア間値差、清算対象額のイメージ 
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(参考図 2-15)各事業者毎の算定値より全エリア共通の閾値を設定するイメージ 

  

 

 

 

 

 

(清算間隔) 

清算を行う間隔としては、日毎・月毎・年毎等が考えられる。しかし、清算間隔に応じて清

算額に差が発生するため、閾値 5％で清算した場合でも、清算間隔毎に補償割合に差が生

じてしまう。そのような場合、閾値以下で清算が行われなかったエリアとの間に不公平が生じ

ることとなる。また、今回の措置は 2022年度における応急的なものであること、清算間隔が

細かいと業務に負荷がかかってしまうこと、約定価格が年間受渡しを想定したものであること

等も考慮し、清算間隔は年単位とすることとする。 

 

 

 

（2022年値差清算対象事業者） 

全エリア共通の閾値を売手・買手事業者の両者に適用することで、過大な値差による損益

の一部については、値差清算することが公平な議論となる。他方、その場合売手・買手の値

差益については対象となる事業者は BL市場の清算後に追加で当該値差を支払うことにな

る。追加での支払いは各事業者の事業性に影響を与える可能性があること、2022年度にお

ける応急処置として行う値差清算は事業者のリスク軽減が目的であること踏まえると、2022

年度は値差益の清算は行わず、売手・買手の値差損失リスクの軽減をすることとする。 
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(参考図 2-16)2022年度の値差清算対象となる事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（値差リスク軽減の原資） 

値差損失の軽減を行う場合、その原資については、原資の供出者や負担の在り方から考

えると、BL 市場における値差収益を原資とすることが望ましい。BL 市場において発生する

JEPXの値差収益は、買手事業者の清算により発生する値差と売手事業者の清算により発

生する値差のバランスより想定される。そのため、原資となる市場間値差収益の BL市場相

当分については、スポット市場値差収益と同様に、エリアプライス×BL約定量の売買の差分

として算定することとする。 

 

(参考図 2-17)値差収益における BL市場値差収益相当額の想定方法 
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(参考図 2-18)卸電力市場にて発生した値差収益の流れ 

 

日本卸電力取引所において生ずる市場間値差収益については、持続可能な電力システム

構築小委員会においてを広域系統整備交付金の原資とするとされ、「強靱かつ持続可能な

電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」の施行後に生じた

値差収益が日本卸電力取引所から電力広域的運用推進機関へ納付される。また、同小委員

会においては、法改正以前の日本卸電力取引所業務規程策定後の値差収益についても同

様に電力広域的運用推進機関に納付する方向性が示されている。 

電力広域的運用推進機関に渡すことになっている今後生じる市場間値差収益のうち、BL 

市場分を切り分けて原資とするためには、取引と値差清算の関係を整理した上で、取引規程

等の整備が必要であり時間を要する。他方、2022年度においては既に４月以降値差が発生

しており、対応の方向性が決まり次第直ちに措置する必要があること、今回の措置は応急的

なものであることから、日本卸電力取引所が法改正以前に発生した値差を積み立ている「市

場間値差積立金」を原資とすることとする。「市場間値差積立金」は、日本卸電力取引所の業

務規程において 2016～2020年度の間に発生した市場間値差から法人税相当額及び事務手

数料等を控除した額として区分整理しているものであり、同規程においては「市場間値差積

立金」は、電気事業制度の今後の制度設計の方針に従い利用することを原則としている。 

 

（今後の BL 市場の検討の方向性について） 

BL 市場は固定的な価格での受渡しができることが望ましいものであり、BL 市場において

値差が発生しない仕組みとする場合、間接オークションや間接送電権等他制度との関係につ

いて慎重な検討が必要である。2022年度については閾値を算定のうえ、年単位で一定以上

の値差損失が発生した場合、値差損失リスクの軽減を行うこととした。2023年度以降の BL

市場の在り方・値差の考え方については、他制度との整合性を保ちつつ、事業者への影響を

考慮し中長期的な視点で引き続き議論していくこととする。 
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ベースロード市場ガイドライン（案） 

                          策定 ２ ０ １ ９ 年 ３ 月 １ ９ 日 

改定 令和３年６月２５日 

改定 令 和 ● 年 ● 月 ● 日 

資源エネルギー庁 

１．本文書の位置づけ 

 石炭火力や一般水力（流れ込み式）、原子力、地熱等のいわゆるベースロー

ド電源については、一般送配電事業者の供給区域において一般電気事業者であ

った発電事業者（以下、「区域において一般電気事業者であった発電事業者」

という。）及び卸電気事業者であった発電事業者が多くの発電所を保有する状

態が続いている。 

ベースロード電源は、開発拠点の制約や、初期投資に要する費用が高額とな

ることから、新規に開発することは容易ではないと考えられる一方で、一般

に、運転コストが低く、高効率な発電が可能である。ベースロード電源は、我

が国の電気事業において、低廉で安定的な電気の供給を実現する上で、重要な

役割を果たしている電源である。 

一方で、一般送配電事業者の供給区域において一般電気事業者であった小売

電気事業者（以下、「区域において一般電気事業者であった小売電気事業者」

という。）は、自己又はグループ内の発電部門との内部取引に加えて、卸電気

事業者であった発電事業者との長期かつ固定的な相対契約を維持している。 

区域において一般電気事業者であった小売電気事業者が継続的な契約を締結

し、ベースロード電源の運転・維持に要する費用を支払ってきたことによっ

て、ベースロード電源の開発や維持が行われてきた側面がある一方で、電力自

由化により新規参入した小売電気事業者は、ベースロード需要をＬＮＧ等のミ

ドルロード電源や卸電力取引所から調達した電気によって供給する状況が生じ

ている。 

こうした中、電力自由化により新規参入した小売電気事業者が、区域におい

て一般電気事業者であった小売電気事業者と同様の環境でベースロード電源を

利用できる環境を実現することで、小売電気事業者間のベースロード電源への

アクセス環境のイコールフッティングを図り、小売競争を活性化させるため、

平成 31年度から新たにベースロード市場が創設されることになった。 

ベースロード市場においては、一定の期間にわたり固定的な価格で電気の受

け渡しが行われることとなり、小売電気事業者にとっては前日スポット市場の

価格変動リスクを回避しながら安定的に電気を調達することができる一方で、

発電事業者にとっても安定的な電気の供給先を確保することが可能となる。 

電気事業制度改革の目的である安定供給の確保、電気料金の最大限の抑制、
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事業者の事業機会及び需要家の選択肢の拡大を実現するためには、卸電力取引

所など卸電力市場の活性化が不可欠であり、新たに創設されるベースロード市

場についても、積極的に活用されることが重要である。 

本文書は、ベースロード市場の基本的な考え方を示すことで、ベースロード

市場の適切な運営を目指すものである。 

（注）ベースロード電源とは、地熱、一般水力（流れ込み式）、原子力、石炭

火力を指す。
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２．考え方 

（１）ベースロード市場の概要 

  ベースロード市場は、卸電力取引所に開設される市場の一つであり、ベー

スロード市場で約定した場合、受渡期間にわたり、卸電力取引所の先渡市場

と同様に、前日スポット市場を通じて、約定した量の電気が受け渡される。

このとき、前日スポット市場の価格とベースロード市場の約定価格との値差

については、卸電力取引所において清算が行われることになる。 

また、ベースロード市場での取引は、原則として受渡年度の前年度の 7

月，9月，11月、1月に実施し、１月の開催回では、大規模発電事業者のベ

ースロード市場への参加は任意とする。 

 （注）ベースロード市場には、複数の市場範囲が設定され、それぞれに基準

エリアプライスが設定される。沖縄エリアにおいては、需要家一般に対し

て新たな負担を求める措置はないことも踏まえ、ベースロード市場は開設

されない。 

  

（２）大規模発電事業者によるベースロード市場への投入電力量 

大規模発電事業者がベースロード市場に投入する量は、本項の算定式に従

って資源エネルギー庁が算定した量を下回らないこととする。ただし、大規

模発電事業者のベースロード市場への参加が任意の開催回の場合はこの限り

ではない。 

 （注）ここでいう大規模発電事業者とは、全国で 500万 kW以上の発電規模

を有する発電事業者、その親会社又は当該発電事業者若しくはその親会社

から 3分の 1 以上の出資を受ける発電事業者である。 

 

（a）電力自由化により新規参入した小売電気事業者の 9供給区域におけるベ

ースロード需要を勘案した量（A） 

（A）＝ (9供給区域における全小売電気事業者の総販売電力量 (e)) × 

(9供給区域における電力自由化により新規参入した小売電気事業者に

よる総販売電力量の 9供給区域における全小売電気事業者の総販売電

力量に対する比率（p)) × （ベースロード比率 0.56）× (電力自

由化により新規参入した小売電気事業者のシェアを勘案した係数 (d)) 

※総販売電力量等については、入札前年度の実績値を使用する。 

 電力自由化により新規参入した小売電気事業者のシェアを勘案した

係数（d）については、以下の算定式による 

  d = -(100/45) × （p-0.15） ＋ 1  

ただし、p < 0.15のときは d=1であり、p>0.3のときは d=0.67と
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する。 

 

（b）各供給区域における電力自由化により新規参入した小売電気事業者のベ

ースロード需要を勘案した量（B） 

(B) = (A) × ｛（各供給区域におけるみなし小売電気事業者が調達する供

給能力の 9 供給区域におけるみなし小売電気事業者が調達する供給能力

に対する比率 (a)）× 0.25 ＋ （各供給区域における大規模発電事

業者が所有するベースロード電源の設備容量の９供給区域における大規

模発電事業者が所有するベースロード電源の総設備容量に対する比率 

(b)）× 0.25 ＋ （各供給区域における電力自由化により新規参入し

た小売電気事業者による販売電力量の９供給区域における電力自由化に

より新規参入した小売電気事業者による総販売電力量に対する比率 

(c)）× 0.5｝ 

※みなし小売電気事業者が調達する供給能力は最新の供給計画におけ

る受渡年度の数値、大規模発電事業者が所有するベースロード電源の

設備容量は受渡年度の前々年度の実績値、電力自由化により新規参入

した小売電気事業者の販売電力量は受渡年度の前々年度の実績値を使

用する。 

 

（c）各供給区域において各大規模発電事業者が投入する配慮が求められる取

引量 

(C) =（B）×（各供給区域におけるみなし小売電気事業者が調達する供給

能力のうち各供給区域における各大規模発電事業者が供出する供給能力

の各供給区域における大規模発電事業者が供出する総供給能力に対する

比率 (f)）－（入札前年度の常時バックアップ契約に基づく控除量 

(g)）－ (旧一般電気事業者等と電力自由化により新規参入した小売電

気事業者等との相対契約に基づく控除量 (h)) － (電発電源の切り出し

インセンティブ(i)) 

※みなし小売電気事業者が調達する供給能力は最新の供給計画におけ 

る受渡年度の数値を使用する。 

 

※「入札前年度の常時バックアップ契約に基づく控除量 (g)」 

前年度の常時バックアップ契約に基づく契約量及び実供給量をベー

スロード市場における供出量等から控除することとする。ただし、初

年度(2020 年度受渡し分)と 2年度(2021年度受渡し分)については、ベ

ースロード市場導入直後の常時バックアップの使用量を予見すること
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は困難であることから、前年度の常時バックアップの供給量の半分を

控除することとする。 

 

※「旧一般電気事業者等と電力自由化により新規参入した小売電気事

業者等との相対契約に基づく控除量(h)」 

旧一般電気事業者等と電力自由化により新規参入した小売電気事業

者等との間で一定条件の下で結ばれた相対契約（以下「適格相対契

約」という。）の取引量（以下「適格相対契約量」という。）をベース

ロード市場における供出量等から控除することとする。具体的な条件

としては、ベースロード電源の負荷率等に鑑み、少なくとも契約期間

における負荷率が 70%以上、かつ、契約期間が 6ヶ月以上の契約であっ

て、価格についてもベースロード電源の発電平均コストを基本とした

価格と著しく乖離がない契約を対象として、一定の負荷率(95%以上)を

基準とし、その基準に満たない場合は、その未達量 ［kWh］を減算し

て算定することとする。 

具体的には、以下の算定式に従って算定する。 

 

実績の負荷率＝R、受給契約電力＝W［kW］とした場合、 

①R≧95% 

  （h） = W × R × 該当年度の契約期間［h］ 

②95%＞R≧70% 

  （h） = (W × R × 該当年度の契約期間［h］) － {W × (0.95

－R) × 該当年度の契約期間［h］} 

③70%>R 

  控除なし（対象外） 

 

この際、相対契約の受電実績から控除の算定を行うため、「受渡年度 

－ 2年度」の契約を対象とし、複数年度にわたる契約については、「受

渡年度 － 2年度」の期間分のみを控除量算定の対象とする。また、旧

一般電気事業者等が、自エリアが含まれる市場範囲において自己又は

グループ内の小売部門と締結した相対契約については控除対象としな

い。 

 

なお、控除可能量は、当初は供出量の 10％に限ることとし、その後

の拡大については、状況を見ながら検討することとする。 
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「電発電源の切り出しインセンティブ (i)」 

区域において一般電気事業者であった発電事業者が、ベースロード

市場創設前に電発電源（電源開発の保有する電源をいう。）の切り出し

等を行った場合、事前に切り出した総量分［kWh］を、区域において一

般電気事業者であった発電事業者の供出量から控除することとする。 

※電発電源を切り出す際、ベースロード市場において取り扱う価値

は電力量［kWh］としているが、電発と区域において一般電気事業者で

あった小売電気事業者等との受電に係る契約は供給力［kW］にて取引

がなされているため、電発電源の切出し量を算定する際は、kWhから

kWに算定し直す必要がある。 

この算定の際は定期検査等を踏まえた稼働率を考慮し、火力につい

ては、以下の算定式により契約解除量を決定することとする。 

電発切出し量［kW］ ＝ 電発供出義務量［kWh］÷（ 8760［h］×

85%） 

 

部分供給は需要家ごとにその供給形態が異なるため、競争活性化の観

点から、市場開始後当面の間は、ベースロード市場からの部分供給分を

供出量から控除しないこととし、今後の状況変化に応じて、適宜見直し

を行うこととする。 

 

なお、大規模発電事業者がグループを形成している場合、グループ内の各

発電事業者からの供出量については、大規模発電事業者において任意に設定

することとする。 

 

（３）ベースロード市場への供出価格 

ベースロード市場の目的を踏まえると、大規模発電事業者は、ベースロー

ド市場への供出価格が自己又はグループ内の小売部門に対する自己のベース

ロード電源の卸供給料金と比して不当に高い水準とならないよう、ベースロ

ード電源の発電平均コストを基本とした価格を供出上限価格として投入する

ことが適当であり、この価格を超えてベースロード市場に投入する場合や、

小売部門のベースロード電源に係る調達価格が供出価格を不当に下回る場合

には、ベースロード市場の目的が達成されないおそれがある。 

大規模発電事業者におけるベースロード電源の発電平均コストは、「みなし

小売電気事業者特定小売供給約款料金算定規則」に準じて（注）算定され

る、当該大規模発電事業者のベースロード電源に係る受渡期間における水力

発電費、火力発電費、原子力発電費及び新エネルギー発電費の合計をベース
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ロード電源の想定発電電力量で除したものとすることが適当である。 

その際、大規模発電事業者のベースロード電源に係る水力発電費、火力発

電費、原子力発電費及び新エネルギー発電費の合計は、以下の手順で算定す

ることが適当である。なお、みなし小売電気事業者以外の大規模発電事業者

については、本項の考え方を基本としつつ、ベースロード市場の目的を勘案

して個別に考え方を確認するものとする。 

 

  （注）ベースロード市場への供出上限価格算定においては、小売料金改定

と同様の作業を想定しているものではなく、ベースロード電源に係る

費用を合理的に算定することが重要と考えており、現実的に対応可能

な範囲であって、かつ、受渡年度の翌年度において、実績と想定との

乖離に係る合理性を確認可能な範囲での作業を想定している。例え

ば、社内における予算計画の数値を用い、予算策定後の事情の変更に

ついては、必要に応じて、公平かつ適切に反映することが考えられ

る。 

 

(a)費用の算定 

「みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金算定規則」第３条第２項各

号の方式に従い、各営業費項目の額の合計額を算定する。ただし、同項第２

号に定める燃料費に関して、ベースロード取引は受渡期間を通じて固定価格

で電気の受け渡しを行うものであるため、供給計画等を基に算定した数量に

乗じる単価としては、価格変動リスクを勘案した価格（燃料先物価格等に基

づき客観的に合理性が認められる手法で算定した価格）を用いる。 

 

(b) 事業報酬の算定 

 「みなし小売電気事業者特定小売供給約款料金算定規則」第４条の方式に

従い、電気事業報酬の額を算定する。ただし、事業報酬率（注）について

は、合理的に説明できる場合に限り、ベースロード電源を保有する自己又は

グループ内の発電部門固有の事業報酬率を用いることを妨げない。 

 

  （注）事業報酬について、自己又はグループ内の小売部門に対する自己の

ベースロード電源の卸供給料金に含まれると考えられる事業報酬を上

回らない範囲で設定することに留意する。 

 

(c) 費用等の整理 

 以上の(a)及び(b)において算定された費用及び事業報酬の合計額を、「みな
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し小売電気事業者特定小売供給約款料金算定規則」第６条第１項の方式に従

い、同項各号に掲げる部門に配分することにより整理する。ただし、ベース

ロード電源に係る費用を特定するため、第１号「水力発電費」は「流れ込み

式水力発電費」（該当する場合にはこれに加え、「貯水池式の一般水力発電費

（ベース運用部分）」）及び「その他水力発電費」に、第２号「火力発電費」

は「石炭火力発電費」及び「その他火力発電費」に、第４号「新エネルギー

等発電費」は「地熱発電費」及び「その他新エネルギー等発電費」に、それ

ぞれ配分することにより整理する。 

 また、第６条第２項の方式に従い同条第１項第９号「一般管理費等」の額

を配分する際は、第１項に準じて整理した他の部門に対してそれぞれ配分す

る。受渡年度において大規模発電事業者が送配電事業に係る費用を負担する

場合においては、同条第４項ないし第６項に従って離島供給費及びアンシラ

リーサービス費への配分を行うなど、送配電事業に係る費用を適切に算定

し、これを発電費から控除する。 

 

(d) 費用の集計 

 (c)の整理を行った上で、「流れ込み式水力発電費」（及び該当する場合には

「貯水池式の一般水力発電費（ベース運用部分）」）、「石炭火力発電費」、「原

子力発電費」及び「地熱発電費」に配分された金額の合計額を、大規模発電

事業者のベースロード電源に係る水力発電費、火力発電費、原子力発電費及

び新エネルギー発電費の合計とする。 

 

(e) その他考慮すべき事項 

 容量市場からの期待収入は、受渡期間に対応する期待収入の金額が確定し

ている場合、(d)で集計された金額から当該期待収入の額を控除することが適

当である。 

 

  （注）ベースロード電源（石炭火力、流れ込み式水力、原子力、地熱）の

みでは、制度的措置に基づき求められる市場供出を履行できない場合

は、貯水池式の一般水力のベース運用部分のコスト等に基づき、供出

上限価格を算定することも認める。 

 

（４）小売電気事業者によるベースロード市場の利用 

  ベースロード市場の目的を踏まえれば、小売電気事業者が各市場範囲にお

ける自らのベースロード需要に相当する量（以下、「ベースロード需要量」

という。）を超えない範囲でベースロード市場を利用することが重要であ
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り、卸電力取引所等において、小売電気事業者が以下の考え方に適合する形

で取引を行うこととなるよう、所要の取引規程を定めるなどの環境整備を行

うことが望まれる。 

 

 

  （a）購入可能量の算定 

各小売電気事業者の購入可能量は、各市場範囲における当該小売電

気事業者のベースロード需要量から、適格相対契約量を控除した量と

する。 

小売電気事業者は、正確性を期すため一般送配電事業者からの証憑

等を添付した上で、卸電力取引所にベースロード需要量を申請し、各

入札における購入可能量は、卸電力取引所が小売電気事業者からの申

請、過去の入札における当該小売電気事業者の約定量及び適格相対契

約量を確認した上で、設定を行う。 

なお、バランシンググループの代表者は、バランシンググループに

参加する小売電気事業者全体でのベースロード需要量に基づきバラン

シンググループ全体での購入可能量を申請するとともに、バランシン

ググループに参加する各小売電気事業者の購入可能量の内訳も同時に

提出する。 

ベースロード需要量については、本項(i)～(ii)の方法によって算定

する。 

     

(i) 直近一年間の実績を有する事業者の算定方法 

ベースロード需要量は、ベースロード市場の入札を行う年度の前年

度の実績を用いて算定することが基本となる。 

小売電気事業者のベースロード需要は、需要家の獲得・喪失がなけ

れば年間を通じて比較的安定していると考えられる一方で、正月や 8

月の一時期等に工場等が稼働を停止することなどが考えられることか

ら、小売電気事業者の一日当たりの最低需要のうち、年間 18日の下位

の需要を除いた需要に年間の日数を乗じたものを、当該小売電気事業

者のベースロード需要量とする。ただし、需要家の獲得等によりベー

スロード需要が継続的に増加傾向にある場合においては、受渡年度に

おける実際のベースロード需要により近い量を購入できるよう、入札

前の利用可能な直近一年間の実績を用いてベースロード需要量を算定

することも可能とすることが適当である。  
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(ii) 直近一年間の実績を有しない事業者の算定方法 

 小売電気事業者が、事業の開始後 1年間を経ておらず、直近一年間

の実績を有しない場合には、小売電気事業登録における最大需要電力

の見込み量の範囲内でベースロード需要量を設定することが適当であ

る。 

   この場合において、当該小売電気事業者が、受渡年度における実際

のベースロード需要量以上に購入を行った場合、超過量は受渡年度の

翌年度の購入可能量から差し引くことが適当である。 

   この点に関し、当該小売電気事業者は、入札年度の 2月末日までに

受渡年度の需要見込みについて説明を行うとともに、例外的にベース

ロード市場からの購入量の取消や下方修正を行えることとする。 

 

（５）ベースロード市場の透明性 

ベースロード市場の目的を踏まえると、大規模発電事業者は、ベースロー

ド市場への供出価格が自己又はグループ内の小売部門に対する自己のベース

ロード電源の卸供給料金と比して不当に高い水準とならないよう、ベースロ

ード電源の発電平均コストを基本とした価格を供出上限価格として投入する

ことが適当であり、この価格を超えてベースロード市場に投入する場合や、

小売部門のベースロード電源に係る調達価格が供出価格を不当に下回る場合

には、ベースロード市場の目的が達成されないおそれがある。 

こうした観点から、電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」とい

う。）においては、ベースロード市場の受渡年度の前年度及び翌年度におい

て、以下の内容を監視することが期待される（注）。なお、監視のために供出

事業者等から入手する算定根拠等は、当該供出事業者等の競争情報に当たる

ことから、原則として非公開とすることが適切と考えられる。 

監視の具体的内容や手法の詳細については、委員会が必要に応じて検討を

行う。 

 

  （a）ベースロード市場の受渡年度の前年度 

    オークション終了後（大規模発電事業者の参加が任意の開催回を除

く。）に、供出量について、大規模発電事業者を対象として、必要に応

じて適切な量を供出していることを確認する。また、供出価格につい

ては、大規模発電事業者を対象として、当該事業者に供出上限価格と

その算定根拠の提示を求める。 

    適切な量が市場に供出されていない場合又は供出上限価格が適切に

算定されていない場合は、該当事業者に対して詳細なヒアリングその
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他の必要な対応を行う。 

 

（b）ベースロード市場の受渡年度 

     大規模発電事業者から、ベースロード市場への供出価格とベースロ

ード電源に係る社内もしくはグループ内取引価格との整合性の確認に

必要な根拠の提出を求め、ベースロード電源に係る社内もしくはグル

ープ内取引価格が、ベースロード市場へ供出した価格を下回っていな

いかについて確認を行う。 

     ベースロード電源に係る社内もしくはグループ内取引価格が、ベー

スロード市場へ供出した価格を不当に下回るおそれ（注）がある場

合、該当事業者に対して詳細なヒアリングその他の必要な対応を行

う。 

 

   （注）ベースロード電源に係る社内もしくはグループ内取引価格が、ベ

ースロード市場へ供出した価格を下回っていた場合、通常、ヒアリン

グ等の対応を行うこととなると考えられる。 

 

（c）ベースロード市場の受渡年度および受渡年度の翌年度 

小売市場重点モニタリングを通じて、社内もしくはグループ内取引の

購入コストを適切に認識した上で小売価格が設定されているかについて

確認を行う。 

  小売平均価格（託送除き）が社内取引を含む電力調達費用と非化石証

書の外部調達費用を下回っている場合には、該当事業者に対して詳細な

ヒアリングその他の必要な対応を行う。 

 

（d）ベースロード市場の受渡年度の翌年度 

必要に応じて大規模発電事業者から実績発電コスト・実績発電量と想

定発電コスト・想定発電量との比較に必要な根拠の提出を求め、実績と

想定との乖離に係る合理性を確認する。 

 実績と想定との乖離に合理性が乏しいと判断される場合には、該当事

業者に対して詳細なヒアリングその他の必要な対応を行う。 

     

      

 

（６）ベースロード市場におけるエリア間値差の清算 

  ベースロード市場は固定的な価格で電気の受け渡しを行うものであるが、
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前日スポット市場の値差が拡大し、約定価格での受け渡しが難しい状況が生

じていることを踏まえ、閾値以上の値差について清算を行うこととする。 

  全エリア共通の閾値を５％とし、売手事業者は供出価格に、買手事業者は約

定価格に閾値を適用する。約定価格に年間約定量を乗じた額と年間の取引総

額に閾値以上の差が生じた場合、閾値以上の差について、年単位で清算する。 

  2022 年度においては値差の清算は応急的な措置であることから、値差損と

なる事業者のみを対象とするが、売手・買手双方の損益の観点から、中長期的

な視点で引き続き議論を行い、制度の見直しを行っていくこととする。 

 

今後の市場運用に当たり、委員会による監視の結果、事業者からの説明に

客観的かつ合理的な説明が確認されない場合には、事業者に対する注意喚起

を行うほか、適切な量を市場に供出していない、供出上限価格を適切に算定

していない、適正な価格による供出をしていないといった不適切な行動が見

られる場合等には、必要な手続を踏まえた上で、事業者名及び当該行為の内

容を公表する等の対応を行う。 

なお、今後において、監視結果や市場の状況等を踏まえながら、必要に応

じて制度の見直しを行う 

また、卸市場が機能し、競争が十分に活性化された段階では、ベースロー

ド市場を終了することが望ましいと考えられる。どのような段階で終了する

かについては、今後の競争の進展状況等を踏まえて検討することが必要とな

る。  
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2．3．容量市場 

（1）背景 

容量市場は、予め必要な供給力を確実に確保することができること、卸電力市場価格の安

定化を実現することで、電気事業者の安定した事業運営を可能とするとともに、電気料金の

安定化により需要家にもメリットがもたらされること等を目的として創設された。第１回オーク

ションでは約定価格が入札上限となったことから、小売事業者の影響緩和、供給力の増加、

目標調達量の見直しによる市場競争の適正化といった声を踏まえて、制度全体の見直しが

行われた。また、2050 年カーボンニュートラル社会の実現との整合性確保といった新たな課

題にも対応し、制度見直しにおいては、容量市場本来の目的である安定供給を損なうことが

ないようにしつつ、非効率石炭フェードアウトの誘導措置を容量市場に組み込んだ。 

第１回オークションからの制度見直しを踏まえて行われた 2021 年度容量市場（実需給年

度：2025年度）メインオークションの約定結果は以下のとおりである。 

⚫ 約定総容量は、1億 6,534万 kW 

⚫ エリアプライスは、以下のとおり 

✓ 北海道エリア ：5,242円/kW 

✓ 北海道・九州エリア以外 ：3,495円/kW 

✓ 九州エリア ：5,242円/kW 

⚫ 経過措置考慮後の総平均単価は、3,109円/kW 

⚫ 経過措置等を踏まえた約定総額は、5,140億円 

制度見直しを踏まえ実施された第２回のオークションでは、第１回と比べ、約定総量は大き

く変わらなかったものの、約定価格は第１回と比べ低下し、市場が分断しエリアプライスに差

が付くなど、第１回とは大きく異なる結果となった。そのため、次回のオークションに向けて、

制度の見直しが入札行動や入札結果に与えた影響について分析するとともに、再生可能エ

ネルギーの導入、今後の電力需要の動向、卸電力取引市場の市況等、電力事業を巡る環境

が変化する中においても、発電事業者による投資回収の予見性の向上を通じた安定供給の

確保、小売事業者の費用負担、脱炭素社会への対応のバランスといった容量市場に期待さ

れる機能・役割が果たされるか、という視点から、主に以下の論点について議論が行われた。 

- 追加オークションについて 

- 発動指令電源の募集量等 

- 市場競争が限定的となっているおそれがある場合の扱い 

- 経過措置の扱い 

- 系統利用ルールの見直しに伴う容量市場への影響について 

- NetCONEについて 

- 監視の対象について 

 

（2）第２回メインオークションを踏まえた検討 
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（追加オークションについて）  

⚫ 追加オークション（２％分）の扱い 

容量市場は、将来の供給力を予め確保するという目的を踏まえ、４年前のメインオークショ

ンで必要な供給力を調達することが基本である。また、実需給１年前に開催される追加オー

クションについては、メインオークション実施後、実需給年度の至近までに需給状況が変動が

生じうることから、過不足を調整する目的として措置されている。さらに、2021 年度の制度見

直しにおいては、実需給断面の至近で新たな稼働の見通しが立つ電源もあることから、供給

力の一部（H3需要の２％）を追加オークションで調達することを前提として、メインオークション

の調達量から減少させた上でオークションが行われた。予め確実に供給力を確保するという

制度趣旨に鑑みれば、メインオークション後の需給状況を考慮した上で十分な供給力が確保

されている場合には、追加オークションを行う必要はないと考えられる。一方で、発動指令電

源が実効性テストで契約容量に未達の場合、未達成部分については退出することとなる。こ

うした供給力の減少や需要の増加があり、必要な供給力が確保されていない状況となった場

合は追加オークションを開催して調達することとなる。しかし、メインオークションで不落となっ

た電源は一般的に休廃止を判断する一方、現時点での新設電源の見通しは限られているこ

とから、追加オークションで必要量を確保できないおそれがある。将来、追加オークションを開

催する時点で十分な電源が存在しないということであれば、当初より追加オークションにおい

て供給力の一部を確保することを前提とするのではなく、まずはメインオークションで全量を

確保することが考えられる。しかしながら、現時点では実需給期間の開始前であり、過去実

施したオークションで落札した電源がどのような場合に退出するか確認していく段階である。

そのため、追加オークションの位置づけを変更する合理的な理由がないことから、次回オーク

ションについては、第２回と同様に２％分を追加オークションで調達することを前提としてメイ

ンオークションの調達量を設定することとする。なお、老朽化した電源が多数応札している中、

不落となった電源が一般的に休廃止の判断をすることは安定供給の観点からは潜在的なリ

スクであり、いつ顕在化してもおかしくない。一定規模の電源の新設が継続して行われない

状況下で、必要な供給力を確保する観点から、２％分を追加オークションで調達することを前

提とする仕組みの在り方ついては、次年度以降も必要に応じて検討を行うこととする。また、

過去実施したオークションで落札した電源が退出することなどにより、追加オークションに参

加する電源等が不足しうる兆候が確認された場合には、退出ペナルティの見直し要否を含め

た供給力確保の在り方や他の制度での手当を検討していくことが必要となると考えられる。 

 

⚫ 追加オークションの開催判断 

追加オークションの開催判断については、第 33 回容量市場の在り方等に関する検討会

（2021年 10月 25日）において以下の案について議論が行われた。 

案１）追加オークション前の供給力確保量が一定の調達量以下または需要曲線の内側の

場合 
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案 2-1）追加オークション前の供給力確保量が一定の調達量以下の場合 

案 2-2）追加オークション前の供給力確保量が目標調達量以下の場合 

 

(参考図 3-1)追加オークションの開催範囲 

 

(参考図 3-2)上限価格と約定のイメージ 

 

調達コストと停電コストの和が最小となるトレードオフ曲線を用いて需要曲線を作成してい

ることを踏まえると、需要曲線の傾斜部分で求められる供給信頼度は許容されているとも考

えられることから案２（案 2-1, 案 2-2）を基本として検討を進めることが整理された。なお、上

限価格における調達量と目標調達量の間の供給信頼度は許容されていると考えられるため、

案 2-1 が適切というご意見があった。その後、第 36 回容量市場の在り方等に関する検討会

（2022年 3月 2日）において、案１については、需要曲線の交点で調達量が決まることと整合

するといったご意見、案 2-2 については、目標調達量に満たない場合は、安価な電源であれ

ば追加で調達してほしいといったご意見もいただいたため、再度整理を行うこととなった。 

需要曲線の傾斜部分で求められる供給信頼度は許容されているという考え方からは、案

2-1 が整合すると考えられる。一方で、発動指令電源は実需給断面に近づくほど参加の可能

性が高まり、追加オークションへの参加機会を確保しやすくする観点からは、より開催の可能
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性が高い基準とすることが望ましいとも考えられる。また、案 2-1 で追加オークションの開催

判断を行い、実需給までに設備トラブル等で供給力が減少した場合、許容される供給信頼度

を維持できなくなることも考えられる。 

 

(参考図 3-3)開催判断案の比較 

 

本作業部会においては、案１、案 2-2 を支持するご意見をいただき、また、追加オークショ

ンの供給力確保量がオークションを開催しない範囲であった場合には、オークションを開催す

るかどうかを判断するといったご意見もいただいた。そのため、案 2-2で示した範囲の場合に

は原則として追加オークションを開催することとし、それ以外の場合には、需給の状況を踏ま

えて、開催の要否を判断することとする。 

 

(参考図 3-4)追加オークションの開催判断 

 

（発動指令電源の募集量等）  
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⚫ 発動指令電源の募集量・調整係数 

 第２回のメインオークションにおいては、ゼロ円応札した量が上限である３％の枠を超えた

応札が行われたことから、メインオークションと追加オークションの配分も含め当該上限のあ

り方について、安定供給確保の観点も踏まえつつ、改めて検討することとした。本作業部会で

は、実効性テストの結果等から発動指令電源の供給力がどの程度見込めるかを把握した上

で、募集量を検討する必要がある、といったご意見をいただいた。また、実効性テストの経過

として、実需給 2024 年度向けの実効性テストのための電源等リストの登録が 2022 年２月末

に締め切られたが、契約容量約 415万 kW、128契約に対して、約 11.5万 kW 、21契約が電

源等リストを未提出であることや、電源等リストを提出しているものの、契約容量までリソース

を確保できていないリストも想定されることから、今後の実効性テストにより結果が判明する

ことに留意が必要となることが確認された。発動指令電源の応札容量については、実効性テ

ストの前であることも踏まえ、今後、行われる夏季・冬季の実効性テストで契約容量を満たし

ているか確認していくことも、募集量の判断においては重要である。一方で、今後、再生可能

エネルギーが更に増加していき、発動指令電源として期待される DRを含めたアグリゲータの

組成や市場参入が期待される中で、更なる市場参加者の拡大を促すことが望ましいと考えら

れる。 

発動指令電源について、第２回メインオークションでは、566 万 kW（H3 需要想定の 3.6％）

の応札があったことから、想定導入量上限の全体は以下の案について議論が行われた。 

案１： ４％（633万 kW程度） 

メインオークション３％＋追加オークション１％ 

案２： ５％（792万 kW程度） 

メインオークション４％＋追加オークション１％ 

案３： 上限を設定しない 

メインオークション X％＋追加オークション１％ 

発動指令電源の調達量を増加させる場合、安定電源の調達量が減少するため、全体の調

達量が増加しない点には留意が必要である。また、導入量増加に伴い調達量は増加していく

ものの、導入量が一定量を超過すると調達量が飽和して増加しなくなることを踏まえると、発

動指令電源に応札する事業者にとっても徒に上限を増加させることは望ましくないと考えられ

る。一方で、DR の市場参入を促進する観点から、第２回メインオークションの応札量を踏まえ、

案２とすることとする。 

 

(参考図 3-5)調整係数の近似推計（第 37回容量市場の在り方等に関する検討会 資料３） 
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現行の募集量から増加させる場合には、調整係数の設定方法についても検討が必要とな

るが、容量市場の在り方等に関する検討会における検討を踏まえ、以下の案について議論

が行われた。 

案 a： 想定導入量の上限を５％と設定14し、調整係数を事前に公表する 

案 b： 想定導入量の上限を５％と設定15し、調整係数は事後的に算定する 

案 c： 上限を設定せず 15、調整係数は事後的に算定する 

調整係数を事前に設定する場合には、想定導入量を下回る場合に過度な調整係数が設

定されることも想定される。調整係数を事後的に算定する場合には、事業者が事前に調整係

数を把握して応札できない等のデメリットがある一方で、適当な調整係数が設定されるという

メリットがあることを踏まえ、想定導入量の上限を５％とした上で、調整係数は事後的に算定

すること（案２、案 b）とする。また、調整係数を事前に把握して応札できないといった点を補

完する観点から、各エリアで発動指令電源が、５％導入された場合の調整係数について、事

前に参考として公表することとする。16 

 

⚫ 同一価格の応札が複数存在した場合の約定処理 

 発動指令電源の同一価格の応札が複数存在した場合の約定処理については、以下の３案

について、第 36 回容量市場の在り方等に関する検討会（2022 年 3 月 2 日）においてご意見

をいただいた。 

 
14 設定方法は、メインオークションでの導入量は４％とし（上限に達しなかった場合には

他の電源区分の電源を調達）、追加オークションでは１％を上限として確保する 
15 追加オークションの導入量を１％と設定した上で、メインオークションの全国市場での

導入量に１％を加えた調整係数を用いる方法が考えられる。例えば、メインオークション

の導入量が 3.6％の場合、4.6％（3.6％＋１％）の調整係数を算定する。 
16 発動指令電源の調整係数（参考値）については、他の調整係数と同様の公表時期とな

る。 
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案 1）現行の調達方法とする案 

同一価格の応札が複数存在した場合は、約定・未約定をランダムに決定する 

案 2）調達容量を按分して約定する案 

同一価格の応札が複数存在した場合は、調達容量を按分して約定する 

案 3）応札前に確保しているリソースを優先的に約定する案（電源等リストの確定部分を優

先） 

同一価格の応札が複数存在した場合は、期待容量登録の段階でリソース登録を

確定している部分を先に約定し、残りは例えば案２を用いて按分して約定する 

案 3については、新規参入を阻害する点から望ましくないというご意見が多かった一方、案

１と案２については、発動指令電源の募集量等の設定にもよるため、ご議論いただいた時点

では、判断が難しいといったご意見があった。 

 

(参考図 3-6)約定処理案のメリット・デメリット（第 36 回容量市場の在り方等に関する検討

会 資料３） 

 

 その後、本作業部会において議論が行われ、発動指令電源については、導入量の上限を

４％（約 630 万 kW）から５％（約 790 万 kW）に拡充することが整理され、上限容量を超える点

において同一価格の応札が複数存在する可能性は相対的に低くなったと考えられる。約定

処理の方法については、それぞれメリットもデメリットもあるが、案３については、落札した容

量が調達される確度が高まるというメリットがあるものの、新規参入を阻害するおそれがある

点への対応が課題であると考えられる。また、案２については、今後のリソース獲得を見込ん

で応札する事業者にとってはメリットがあるものの、按分を前提に過大な応札を誘発するおそ

れがある。安定供給の観点からは、落札した容量が確実に調達されることが求められるが、

実効性テストにあたって 2022 年２月末に行われた電源等リストの提出では、リスト未提出の

案件が複数あった。そのため、約定方法については、今後のオークションの結果と実効性テ

ストの結果を踏まえながら検討していくこととし、現時点では案１とすることとする。 

 

⚫ １地点１電源区分の扱い 

 容量市場においては、供給力の適切な評価を行い、アセスメントを確実に実施するために、

託送供給等約款の計量地点単位（１地点１電源区分）で応札する整理を行っている。他方、
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例えば、安定電源として供給力を提供可能な自家発が、さらに需要抑制等により供給力を提

供できる場合等に、それぞれが同時に容量市場へ参加できないといった事例について、現行

のアセスメントの整理では適切に評価できないものの、対応の意見や要望等を受け、容量市

場への参入機会の拡大が図れる可能性があることから、容量市場の在り方等に関する検討

会において、１地点複数応札について議論が行われた。１地点で複数応札した場合において、

約定した電源等がそれぞれ提供した供給力をどのように確認するかが課題となるが、一定の

評価が可能な組み合せとして、まずは、安定電源と発動指令電源の組合せについて検討が

行われた。安定電源と発動指令電源の組合せにおいては、それぞれ１つずつとなる２つの応

札の場合、安定電源が契約容量まで供給力を提供してもなお需給ひっ迫となる場合に、発動

指令電源の供給力が提供される位置づけと考えると、安定電源の契約分を先取りすることと

し、発動指令電源のベースラインを安定電源の契約容量値とすることで、一定の評価を行う

ことができると整理が行われ、これらの議論も踏まえて、「安定電源」と「発動指令電源」の組

合せにおいて、１地点複数応札を可能とすることとする。また、必要に応じて、今回の整理に

ついて検証ができるように、本件の対象となるような電源等に、詳細な情報を提出いただくこ

ととする。 

 適用時期について、実需給 2024 年度、2025 年度のメインオークションについては、すでに

オークションが行われており、ルールに沿った形でリソース先との協議が開始されていること

から、遡及的にルールを適用することは望ましくないと考えられるため、実需給 2026 年度の

メインオークションから適用することが考えられる。一方で、今後、行われる追加オークション

への参加については、実需給 2024 年度、2025 年度向けの追加オークションから適用するこ

とも考えられるが、メインオークション時点では認められていなかったルールを適用するため

には、市場の公平性の観点から十分な周知期間や各参加者によるリソース先との協議期間

を確保する必要があり、そのような観点も踏まえて適用時期を検討した。新たなルールの適

用には、十分な周知期間が必要であり、既に該当するリソースを確保している事業者とこれ

からリソースを獲得することを検討する事業者の間での公平性も求められる。実需給 2026年

度向けメインオークションから新たなルールを適用する場合、事業者への周知やリソース確

保に２年程度の期間を設けることが可能である。他方で、実需給 2024年度及び 2025年度向

け追加オークションについては、既にメインオークションが終了しており、実効性テストまでの

期間が限られている。こうした状況を踏まえ、以下の 3 案について、公平性の確保の観点か

ら検討が行われた。 

案１）2024年度向け追加オークションから適用（冬の実効性テストに適用） 

案２）2025年度向け追加オークションから適用（夏・冬の実効性テストに適用） 

案３）2024年度及び 25年度向け追加オークションには適用しない（2026年度向けメインオ

ークションから実施） 

案１について、各事業者は 2022 年２月末に実効性テストの電源等リストの提出が完了して

おり、既に実効性テストに向けた作業が開始している。そのため、仮に新たなルールを適用
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するとしても、１地点複数応札に該当するリソースのみの電源等リストを冬の実効性テストの

前までに新たに提出することが必要である。また、新規参入者や新規エリアへの参入者が実

効性テストに参加するためには、一般送配電事業者との間で簡易指令システムの構築が必

要となるが工事に７～８ヶ月要する。そのため、新規参入者、新規エリアへの参加者など、シ

ステム構築が完了していない場合は、実効性テストに間に合わせることが難しい。また、シス

テム構築済みの事業者であっても、リソース確保期間は実質数ヶ月しか確保することができ

ない。案２については、簡易指令システムの構築が可能であり、リソース確保期間は１年弱と、

2026 年度向けメインオークションへの適用と比較して確保できる準備期間は短いものの、一

定期の期間を確保した上で、夏・冬いずれの実効性テストに参加することが可能である。以

上を踏まえ、公平性を考慮した上で可能な限り早急に適用させるといった観点から、適用時

期は案２とすることとする。 

 

⚫ 追加オークションと実効性テストの実施時期 

 追加オークションと実効性テストの実施時期について、仮に追加オークション後に実効性テ

ストを行い、契約容量に満たない結果となる契約が存在した場合、実需給年度の供給力が不

足することになるため、追加オークションを実施したにも関わらず供給力確保の対応手段が

極めて限定的となるおそれがある。他方、追加オークションの開催時期については、DR 事業

者からは、実需給期間に対して、より至近のタイミングで参加可能として欲しいという要望もあ

る。一方で、安定電源のように、年間を通じた稼働を図るため、より長い準備期間を要する電

源もある。そのため、今後、実効性テストの実績を積み重ねながら、必要な供給力を確実に

確保することを前提としつつ、実効性テストの簡略化等を行うことで、より発動指令電源の参

加を促すような見直しを行っていくことが望ましいと考えられる。なお、電源等リストの提出か

ら実効性テストまでの期間については、事業者間のリソースの重複や電源等リストの不備の

解消のための期間として、実効性テストマニュアルのパブリックコメントを踏まえながら、事業

者が対応するために十分な期間を設定している。初回の実効性テストに向けて、実際に手続

が行われているところであるが、その手続の状況を確認しながら、次回以降の手続期間につ

いては、短縮していく方向で広域機関において検討することとする。 

 

（市場競争が限定的となっているおそれがある場合の扱い） 

 第２回メインオークションにおいて、北海道・九州エリアは、約定処理上の市場分断が行わ

れ、市場競争が限定的となっているおそれがあるエリアであったため、隣接するエリアプライ

スの 1.5 倍を当該エリアのエリアプライスと設定し、それを上回る価格で応札されている電

源等については、それぞれの電源等の応札価格をもって約定価格とされた（マルチプライス）。 

当該約定価格の決定方法は、電源設置インセンティブの付与と小売事業者の負担のバラン

スに配慮して設定されたものである。小売事業者の負担の観点からは、第２回オークションの

約定結果をもとに試算した結果、マルチプライスが適用されなかった場合と比較して、約 32％
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の抑制効果があった。一方、落札率（容量ベース、台数ベース）は高く、容量ベースでは

95.6％、台数ベースでは数機のみが非落札となっている状況であり、電源設置のインセンティ

ブが必要な状況と考えられる。現時点では、電源設置インセンティブが不十分、または、過度

な小売事業者負担が発生するなどの判断を行うための十分な回数のオークションが行われ

ていないため、基準の倍率は 1.5 倍として、引き続き、今後行われるオークションの結果を確

認していくこととする。 

 

(参考図 3-7)マルチプライス適用による効果と落札率 

 

（経過措置の扱い） 

経過措置については、小売事業環境の激変緩和の観点から導入された。また、第１回のメ

インオークションを踏まえて、経過措置の見直しが行われ、第２回のメインオークションが行わ

れた。一方で、第２回のメインオークションにおける約定価格は、第１回のメインオークションと

比較して低下しており、約定価格が低い水準となった場合にも経過措置を適用することは、

過度に電源の収益を毀損するといったご意見もいただいた。第２回メインオークションにおい

て、入札行動に与えた影響を考慮することは困難であるが、第１回オークションを踏まえた見

直しにおいて、追加オークションへの調達量の一部先送りによって約定価格を引き下げる効

果があったとも考えられる（第２回メインオークションにおいて、全国の約定処理の段階にお

ける価格は 4,573 円/kW。メインオークションの供給曲線に織り込まれた２％（追加オークショ

ンで調達を予定している供給力）がなかった場合の全国の約定処理の段階における価格は

5,824円/kW。）。 

 第１回オークションを踏まえた見直しにおいては、約定価格を引き下げる効果があると考え

られる見直しも踏まえた上で、減額規模の検討を行ってきた。その中で、約定価格が低い水

準となった場合には、経過措置を適用しないといった対応も検討することとされていた。第２

回メインオークションの結果では、調達量を２％減少させる見直しにより、価格低下の影響が

21％程度あったとも考えられるが、さらに経過措置により約 20％の減額が行われた。約定価

格が低い水準の場合にも経過措置を適用するかどうかについては、小売事業環境の激変緩
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和の観点と発電事業者の事業の予見性の観点とのバランスを考慮すべきと考えられるが、

前回の制度見直しによる価格低下、経過措置による減額効果を踏まえ、約定価格が

NetCONEの半分以下になった場合には経過措置を適用しないこととする。その際、NetCONE

の半分近傍では、例えば、NetCONEの半分より約定価格が高かった場合には経過措置が適

用されるが、NetCONE の半分以下で約定し、経過措置が適用されない場合よりも、事業者の

受取金額が小さくなるといった逆転が生ずる。そのため、約定価格が NetCONE の半分を超

え、経過措置を適用した場合の受取額が NetCONEの半分での受取額以下となる場合には、

NetCONEの半分での受取額とすることとする。17 

  

(参考図 3-8)受取額のイメージ 

 

(系統利用ルールの見直しに伴う容量市場への影響について) 

2022 年末頃に基幹系統で再給電方式（調整電源の活用）の開始が予定され、原則ファー

ム型接続・ノンファーム型接続という電源の扱いに関わらず、実需給断面で S+3E を踏まえな

がらメリットオーダーに基づき混雑処理が実施される。第 58 回 広域系統整備委員会（2022

年 1月 26日）においては、2026年度における基幹系統の混雑見通しの評価を行った結果が

示され、当面（2026 年度程度まで）の基幹系統の混雑見通しは、東京エリアの一部系統にお

いて混雑が発生する可能性があるものの、全系の予備力確保に与える影響は小さく、また、

そのような場合であっても需給ひっ迫時などの非常時における供給力活用は問題ない見込

みである。そのため、2022 年度メインオークション（実需給 2026 年度）においては、基幹系統

でノンファーム型接続が適用される電源について、容量市場に参加できることとする。2027 年

度以降の対応については、今後の基幹系統の混雑見通しを踏まえながら、影響評価や扱い

について整理を行っていく。なお、2022 年度末頃から適用開始を予定しているローカル系統

のノンファーム型接続については、運用等の詳細が検討されていく見込みであり、今後、それ

 
17 オブザーバーから、経過措置について、応札行動に影響があるのではないか、との意見

もあった。経過措置に関しては、応札行動に歪みが生じるかどうかについて、今後行われ

るオークションの結果を確認しながら、必要に応じて検討を行うことが考えられる。 
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らの検討状況を踏まえ別途整理を行う必要がある。 

 

(NetCONEについて) 

「発電コスト検証 WG」において、各電源の発電コストの試算が行われ、その試算結果が

2021 年９月に報告された。需要曲線作成要領において、新規の電源建設の総コスト（Gross 

CONE）から容量市場以外の収益を差し引いたもの（Net CONE）を指標価格として用いること

としているが、今回、Net CONE算定のモデルプラントのコストとしている「発電コスト検証WG」

の数値が見直されたことから、この影響を広域機関において試算を行ったところ、NetCONE

は 15,765 円/kW・年となり、2021 年度メインオークションで用いた NetCONE から上昇（上昇

率：68%）する試算結果となった。 

 発電コスト検証 WG の試算においては、サンプルプラントの実績が用いられており、選定さ

れたプラントによって一定のばらつきがある。また、NetCONE の試算結果は第２回メインオー

クションで用いた NetCONE から大きく変動することとなる。NetCONE の算定は、毎年度のメ

インオークションにおいて、算定時点の最新の経済指標を反映することとしており、包括的な

検証18等を踏まえて、必要に応じて需要曲線の見直し等の検討を進めていくことが整理され

ていた。一方、電源の新規投資の促進のため、新規電源投資について長期間固定収入を確

保する仕組みについて議論が行われており、その議論も踏まえて検討が必要と考えられる。

そのため、発電事業者、小売事業者双方の予見性を確保する観点から、NetCONE の見直し

は包括的な検証も踏まえた上で行うこととし、現時点では発電コストの諸元の変更を行わな

いこととする。19 

 

(監視の対象について) 

監視の対象について、前年度の入札結果に基づく PSI 評価によって、市場支配力を有す

る事業者の判定を行うことと整理されていた。実需給 2024年度、2025年度のオークション結

果において、落札しなかった電源等の期待容量は、それぞれ、433万 kW と 1,191万 kWであ

り、PSI評価を用いると、この容量を超える電源等を保有する事業者が市場支配力を有する

事業者になると考えられる。一方で、前年度の実績で判断することとした場合には、落札しな

かった電源等の容量に応じて、監視の対象が大きく変動することになり、実際のオークション

結果において、市場支配力を有すると判断される事業者が監視対象とならない可能性があ

る。そのため、一定の基準として、500万 kW以上の発電規模を有する事業者を監視の対象

とすることとする。なお、前年度のオークション結果等を踏まえながら、500万 kW未満の発電

規模の事業者であっても、必要に応じて、監視の対象にすることを検討することとする。 

 
18 十分な回数のオークションが行われ、容量受渡が行われた段階である 2025 年度を目途

に行われる制度全体の検証。 
19 オブザーバーから、容量市場の本来の目的は、必要な供給力の確保と電源の新陳代謝で

あり、最新の発電コストが明らかになっている中、それを反映すべき、との意見もあっ

た。 
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（3）今般の電力需給のひっ迫を踏まえた今後の検討の方向性 

地震等による発電所の停止や真冬並みの寒さによる需要の大幅な増大などにより、３月

22 日は東京電力及び東北電力管内の電力需給がひっ迫した。容量市場は、電力の安定供

給に必要な中長期的な供給力不足に対処するために、将来確実に稼働できる発電所を予め

確保するための制度である。その実需給の運用は 2024 年度からであるところ、足下の需給

状況は極めて厳しいことから、昨年度より高需要期の供給力の不足に対して供給力公募を

実施している。しかしながら、今回の需給ひっ迫は、高需要期後の３月に発生したため、１月、

２月を対象とした追加供給力対策を活用することができず、節電要請に至ることとなった。ま

た、ロシア・ウクライナ情勢が緊迫化する中、ロシア産以外の燃料が世界中で取り合いになる

など、一層予断を許さない状況であり、エネルギーセキュリティーや安定供給に対する懸念は、

かつてないほどの高まりをみせている。こうした中、容量市場に対して、「容量市場が導入さ

れれば、今回のような需給ひっ迫が防げるのか」をはじめとして、安定供給の確保の観点か

ら制度に対して多くの声が寄せられている。今般の電力需給のひっ迫については、容量市場

の前提となる議論として、例えば、需要想定の在り方や需要最大期以外への備え、容量市場

など既存の制度を補完するものとして、休止電源を維持する枠組みなど、電力・ガス基本政

策小委員会において取りまとめられる「2022 年３月の東日本における電力需給ひっ迫に係る

検証」を踏まえつつ議論を深め、容量市場で手当てをしていくことやそれ以外の措置で手当

てしていくこと等、今後の中長期的な供給力の確保について、引き続き検討を進めていく必要

がある。 
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容量市場における入札ガイドライン（案） 

策 定  ２ ０ ２ ０ 年 ５ 月 ２ ９ 日 

改 訂  令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ５ 日 改 定  ２ ０ ２ １ 年 ６ 月 ２ ５ 日 

改 訂  令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 改 定  ２ ０ ２ ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 

改 定  ２ ０ ２ ２ 年 ● 月 ● 日 

資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 

1. 本文書の位置づけ 

かつての総括原価方式の枠組みの下では、発電投資は規制料金を通じて安定

的に投資回収がなされてきた。総括原価方式と規制料金の枠組みによる投資回

収の枠組みがない中では、原則として、発電投資は市場取引を通じて、または

市場価格を指標とした相対取引の中で投資回収されていく仕組みに移行してい

くと考えられる。このため、固定価格買取制度の対象となる再生可能エネルギ

ー（以下「再エネ」という。）電源等を除けば、発電投資の投資回収予見性

は、従来の総括原価方式下の状況と比較して、低下すると考えられる。 

また、固定価格買取制度等を通じて、再エネ電源比率が高まるにつれ、再エ

ネ以外の電源の稼働率が低下するとともに、再エネ電源が稼働する時間帯にお

ける市場価格の低下により売電収入も低下すると考えられる。 

これらの結果、電源の将来収入見通しの予見性が低下し、事業者の適切なタ

イミングにおける発電投資意欲を減退させる可能性がある。今後、仮に電源投

資が適切なタイミングで行われなかった場合、電源の新設やリプレース等が十

分になされない状態で、既存発電所が閉鎖されていくこととなる。そのような

状況が中長期的に続くと供給力不足の問題が顕在化し、①需給が逼迫する期間

にわたり、電気料金が高止まりする問題や、②再エネを更に導入した際の需給

調整手段として、必要な調整電源を確保できない問題等が生じると考えられ、

また、電源開発には一定のリードタイムを要することから、これらの問題が長

期化してしまうことが考えられる。 

こうしたことから、単に卸電力市場（kWh価値の取引）等に供給力の確保・

調整機能を委ねるのではなく、一定の投資回収の予見性を確保する施策である

容量メカニズムを追加で講じ、電源の新陳代謝が市場原理を通じて適切に行わ

れることを通じて、より効率的に中長期的に必要な供給力を確保できるように

することが求められた。 

検討を進めた結果、①あらかじめ必要な供給力を確実に確保することができ

ること、②卸電力市場価格の安定化を実現することで、電気事業者の安定した

事業運営を可能とするとともに、電気料金の安定化により需要家にもメリット
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がもたらされること、③再エネ拡大等に伴う売電収入の低下は全電源に影響し

ていること、などを踏まえた上で、最も効率的に中長期的に必要な供給力等を

確保するための手段として、2020年度から新たに容量市場制度が創設されるこ

ととなった。 

将来の供給力の見通しについては、電力広域的運営推進機関（以下「広域機

関」）が毎年度取りまとめる供給計画において確認しているが、近年、経年火

力の休廃止等を通じて供給力が急速に減少していることが指摘されている。背

景には、市場価格の下落傾向が続く中で競争環境が厳しくなっていること、調

達先未定などにより自らが確保する供給力の割合が低い小売電気事業者が増加

していることなどが要因としてあり、電源の将来収入見通しの予見性はより一

層低下している。 

発電事業者を取り巻くこうした環境の変化を踏まえつつ、2021 年度の第二回

オークションを実施するにあたっては、必要な容量を確保するにあたってかか

るコストを最適化するととともに、制度の透明性をさらに担保し、2050年カー

ボンニュートラルの実現に整合的な制度とする観点から、制度を全面的に見直

した。本文書は、容量市場における入札に係る基本的な考え方を示すことで、

容量市場制度の適切な運営を目指すものである。 

 

 

2. 容量市場制度 

容量市場制度は、いくつかのオークションからなり、開催時期とその目的に

よって以下のように分類される。また、いずれのオークションにおいても、市

場管理者としては広域機関が担うこととなる。 

 

（１） 容量オークション 

将来の一定期間（実需給年度）における需要に対して必要な供給力をオーク

ションで募集する仕組みであって、下記に掲げるものをいう。 

(ア) メインオークション 

メインオークション募集要綱で定める供給力を調達するため、実需

給年度の４年前に実施する。2025 年度分以降のオークションにおいて

は、H3需要の 2%分をメインオークションの調達量から減少させた上

で、追加オークションで調達を判断する。 

(イ) 追加オークション 

メインオークション実施後の想定需要、メインオークションで調達

した供給力及びその増減等を考慮し、必要に応じて、実需給年度の１

年前に実施する。2025年度分以降のオークションにおいては、H3需要
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の 2%分をメインオークションの調達量から減少させた上で、追加オー

クションで調達を判断する。 

 

オークションの参加登録の対象は、電気供給事業者（電気事業法第 22条の

３に規定する電気供給事業者をいう。）であり、自ら又は他者が所有する電源

等を用いてオークションに応札する意思がある者は、参加登録や電源登録、期

待容量20登録を行い、広域機関の審査を受けた上で応札を行い、落札された電

源等を実需給年度における供給力として確保する対価として、容量確保契約金

額を広域機関から受け取る21。また、小売電気事業者は、供給能力確保義務を

達成するための対価として、容量拠出金を広域機関へ支払う22。 

 

（２） 特別オークション 

容量オークションにおける調達不足の場合又は事前に決まっていない政策的

な対応が必要となった場合等に実施するオークションをいう。 

 

 

3. 容量市場メインオークション 

容量市場メインオークションにおいて応札するために必要な内容の詳細は、

広域機関において作成する「容量市場メインオークション募集要綱」が参考と

なる。 

（１） 参加対象となる電源等 

参加対象となる電源等は、実需給年度に供給力を提供できる安定電源・変動

電源・発動指令電源である23。 

応札容量の最小値は 1,000キロワットとし、応札容量の最大値はそれぞれの

電源等情報に登録済の期待容量とする。 

容量を提供する電源等の区分 電源等要件 

安定電源 次の（ア）から（エ）までのいずれかに該当

 
20 期待容量とは、「設備容量のうち、実需給年度において供給区域の供給力として期待で

きる容量」を指す。 
21 ペナルティとして、容量確保契約金額を減額することや、容量確保契約金額に対して、

追加的な金銭の支払を求める場合に支払額がマイナスになることも含む。 
22 なお、一般送配電事業者においても、周波数調整に必要な調整力を確保する必要があ

り、託送料金に算入されている相当額の費用を支払う。 
23 「安定電源」と「発動指令電源」の組合せにおいて、1 地点複数応札が可能（実需給

2025 年度向け追加オークション、実需給 2026 年度向けメインオークションから適用）。

安定電源においては、応札容量まで供給力を提供してもなお、需給ひっ迫時に当該応札容

量を超えて発動指令電源として供給力を提供できる場合は、１計量単位にて安定電源に加

えて、発動指令電源としても登録可能とする。 
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し、期待容量が 1,000 キロワット以上の安

定的な供給力を提供するもの。 

(ア) 水力電源（ただし、安定的に供給

力を提供できるものに限る。） 

(イ) 火力電源 

(ウ) 原子力電源 

(エ) 再エネ電源（ただし、安定的に供

給力を提供できるものに限る。） 

変動電源 

変動電源 

（単独） 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当し、

期待容量が 1,000 キロワット以上の供給力

を提供するもの。 

(ア) 水力電源（ただし、安定的に供給

力を提供できるものは除く。） 

(イ) 再エネ電源（ただし、安定的に供

給力を提供できるものは除く。） 

変動電源 

（アグリゲート） 

次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する

電源（ただし、同一供給区域に属している

ものに限る。）を組み合わせることにより、

期待容量が 1,000 キロワット以上の供給力

を提供するもの。 

(ア) 期待容量が 1,000キロワット未満

の水力電源（ただし、安定的に供給力

を提供できるものを除く。） 

(イ) 期待容量が 1,000キロワット未満

の再エネ電源（ただし、安定的に供給

力を提供できるものを除く。） 

発動指令電源24 

次の（ア）から（ウ）までのいずれかに該当

する電源又は特定抑制依頼（電気事業法施

行規則第１条第２項第８号に規定する特定

制御依頼をいう。）等により、期待容量が

1,000 キロワット以上の供給力（同一供給

区域に属する複数の電源等を組み合わせる

場合を含む。）を提供するもの。ただし、変

動電源及び変動電源のみを組み合わせたも

 
24 実需給 2026 年度向けオークションにおける発動指令電源の想定導入量上限は５％（メ

インオークション４％＋追加オークション１％） 
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のを除く。 

(ア) 安定的に電気を供給することが困

難な事業用電気工作物 

(イ) 特定抑制依頼 

(ウ) 期待容量が 1,000キロワット未満

の発電設備等 

（２） 約定価格の決定方法 

原則として、落札された電源のうち最も高い応札価格を約定価格とし、当該

応札価格が単一の約定価格となるシングルプライス方式で決定される。 

オークション開催にあたり、広域機関は目標調達量及び指標価格25を算定

し、当該数値を基準に需要曲線の原案作成を行う。その後、国の審議会による

需要曲線に関する審議を踏まえ、広域機関は需要曲線を公表する26。 

オークションの応札後、広域機関は、応札情報を基に応札価格の低い順に並

び替えて供給曲線を作成する。 

全国の需要曲線と全国の供給曲線の交点を約定点とし、市場分断等が無い場

合は27、約定点の価格以下で応札した電源が落札されることとなる。28 

 

（３） 容量確保契約書の締結 

電源を落札した事業者は、容量確保契約締結のため、広域機関との間で容量

確保契約を締結する。容量確保契約に基づき、容量確保契約金額は実需給年度

のアセスメント後に、広域機関から支払われる。 

容量確保契約金額(円)=契約単価約定価格(円/kW)×容量確保契約容量(kW) -

容量確保契約金額の算出に関する経過措置における控除

 
25 NetCONE を指標価格とする。NetCONE とは新規発電設備の固定費用から電力量取引

等による利益を差し引いた正味の固定費用である。 
26 全国の需要曲線を作成する。目標調達量は FIT 電源等の期待容量等も含めた調達量とす

る。 
27 ただし、市場が分断した場合等においては、約定価格の決定方法が異なる。市場が分断

した場合等における約定価格の決定方法は、「容量市場メインオークション募集要綱」が

参考となる。 
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額×経過措置の割合 (%)282930-調整不調電源に科される経

済的ペナルティ(円) 

 

（４） リクワイアメント 

落札された電源等は、実需給年度において、容量を提供する電源区分毎に課

される供給力を提供するための義務（リクワイアメント）を達成することが求

められる。また、広域機関はアセスメント結果を容量提供事業者へ通知し、リ

クワイアメント未達成の場合には、容量確保契約に基づいて算定される経済的

ペナルティが課される。 

4. 容量市場の活性化 

（１） 市場支配力を有する事業者の監視 

容量市場において市場支配力を有する事業者（以下「市場支配的事業者」と

いう。）が、正当な理由なく、電源を応札しないこと（売り惜しみ）又は電源

を維持するために容量市場から回収が必要な金額を不当に上回る価格で応札す

ること（価格つり上げ）によって、本来形成される約定価格よりも高い約定価

格が形成される場合には、小売電気事業者が支払うべき容量拠出金の額が増加

し、ひいては電気の使用者の利益を阻害するおそれがあるなど、容量市場の趣

旨に反すると考えられる。 

こうした観点から、電力・ガス取引監視等委員会においては、メインオーク

ション実施年度において、以下の内容を監視することが期待される。 

 

（２） 市場支配力を有する事業者市場支配的事業者の定義 

メインオークションでは、前年度のメインオークションにおいて、容量市場

の目標調達量を満たすために、ある事業者の保有する電源が不可欠となる場合

に、当該事業者は市場支配力を有する事業者市場支配的事業者に該当する。ま

た、市場分断が生じた場合には分断した市場エリアごとに市場支配力を有する

事業者市場支配的事業者の判定を行う。 

 
28 経過措置として、応札価格に応じた減額が行われる。約定価格を基準として、一定の割

合以下の応札をした電源は、その一定の割合の価格で約定することとなる。なお、一定の

割合については、その後段階的に増加し 2030 年度以降は経過措置を撤廃する。 
29 経過措置として、2010 年度末までに建設された安定電源および変動電源（単独）につ

いては、経過措置として、経過年数に応じた減額が行われる。2025 年度実需給分の経過措

置の割合から、段階的に減少し 2030 年度以降は経過措置を撤廃する。 
30 対象実需給年度が 2026 年度以降は、約定価格が、NetCONE の半分以下になった場合

には、経過措置を適用しない（約定価格が NetCONE の半分を超え、経過措置を適用した

場合の受取額が NetCONE の半分以下となる場合には、NetCONE の半分での受取額とす

る）。 
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なお、市場支配力を有する事業者市場支配的事業者の判定結果については、

当該年度のメインオークションの前までに公表することとし、原則として 2021

年度に実施される容量市場オークションでは、前年度実績及びそれを踏まえた

制度変更を考慮し、500万 kW以上の発電規模を有する事業者とする。ただし、

500万 kW未満の発電規模の事業者であっても、前年度のメインオークションの

結果等をもとに市場支配力を有する事業者と判断される場合がある。 

原則として、事業者それぞれの供給力を単独で評価するが、協調行動のおそ

れが見つかった場合には、追加的な措置を行う。 

 

（３） 監視対象行為 

(ア) 売り惜しみ 

市場支配力を有する事業者市場支配的事業者が、正当な理由なく、

電源を応札しない又は期待容量を下回る容量で応札することで、本来

形成されるべき約定価格よりも高い約定価格が形成される場合には、

売り惜しみに該当すると考えられる。 

容量市場のリクワイアメントを満たすことが難しいなどの特段の事

情がある電源以外は、容量市場へ参加することが経済合理的な選択で

あることから、参加しない理由に正当性が認められる場合は限定的で

あると考えられる。たとえば、メインオークション応札受付開始時点

ですでに 1年以上休止しており、かつ実需給年度においても休廃止予

定である場合は、容量市場に参加しない場合でも、原則として売り惜

しみには該当しない。また、この基準を満たさない場合でも、以下の

いずれかを満たす場合は、容量市場に参加しない正当な理由があると

考えられる。 

① メインオークション応札受付開始時点ですでに 1年以上休止してお

り、かつ実需給年度においても休廃止予定である場合 

② ①実需給年度において、休廃止以外の理由（補修工事等）によっ

て、リクワイアメントを達成しうる稼働見通しが不確実である場合 

③ ②メインオークション応札受付開始時点より 1年以上前に「実需給

年度までに廃止が決定した」旨を公表している場合 

④ ③実需給年度において FIT認定を予定しているなど、入札対象外電

源となる見込みがある場合 

⑤ ④上記のほか、容量市場オークションへ参加できないやむを得ない

理由がある場合 

 

(イ) 価格つり上げ 
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市場支配力を有する事業者市場支配的事業者が、電源を維持するた

めに容量市場から回収が必要な金額を不当に上回る価格で応札するこ

とで、本来形成される約定価格よりも高い約定価格が形成される場合

には、価格のつり上げに該当すると考えられる。 

この点、市場支配力を有する事業者市場支配的事業者が、電源を維

持することで支払うコストから電源を稼働することで得られる他市場

収益を差し引いた額（維持管理コスト)で応札をしている場合には、経

済合理的な行動と考えられることから、価格のつり上げには該当しな

いものとみなされる。31 32 

  

 
31 新設電源について、オークション時点では投資判断を決定しておらず、約定した場合に

のみ当該電源等の建設・稼働を決定するような場合においては、各事業者の投資判断に資

する価格で応札することは、価格つり上げに該当しないと考えられる。また、新設電源と

は、新たに建設、または主要な電気設備の全てを更新する等のリプレースを行う電源であ

り、オークション時点では稼働していないものの、実需給年度での稼働を予定しており、

はじめてオークションで落札される電源をいう。 
32 経過年数に応じた減額が適用される電源に対して、算定された維持管理コストに各年度

の経過措置の割合の逆数を乗じた価格で応札することは、価格つり上げに該当すると考え

られる。 
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① 電源を維持することで支払うコスト 

電源を維持することで支払うコストには、例えば、以下のような

項目が含まれると考えられる。33 34 なお、定期検査等、実需給年

度までに要する複数年度分の費用については、単年度に一括計上す

るのではなく、平準化した単年度分の費用のみ計上することが合理

的と考えられる。また、供給計画上、実需給年度までに休廃止を予

定している電源を稼働するための工事に係るコスト（修繕費・経年

改修費）については、電源を維持することで支払うコストに含めて

算定することが考えられる。 

固定資産税 当該電源を保有することによって発生する固

定資産税額 

人件費 当該電源の維持に関連して必要となる人員に

対する給料手当等 

修繕費 当該電源の維持に関連して必要となる修繕費 

経年改修費 当該電源の維持に関連して必要となる設備投

資のうち資本的支出の額 

発電側課金 当該電源に係る発電側課金のうち kW課金部分 

事業税 

（収入割） 

当該電源の維持によって得られる収入に対し

て発生する事業税の額（電源を維持すること

で支払うコスト×税率/(1-税率)） 

この際、実需給年度に発生するコストを見積るに当たっては、合

理的に見積り可能な範囲で算定することが適当である。ただし、実

需給年度のコストを適切に見積ることが困難な場合には、直近複数

年度の実績平均値を用いる方法等が考えられる。 

また、上記の項目のうち、複数の電源にまたがって発生するコス

トについては、客観的に合理性が認められる一定の配賦基準を用い

て各電源に配賦することに留意する。 

 

 

 
33 例示項目に関わらず、維持管理コストの考え方に従い、その他のコストが発生する場合

には、当該コストを応札価格に織り込むことは価格つり上げに該当しないと考えられる。 
34 維持管理コストの考え方に従い、以下の項目を含めることは合理的ではないと考えられ

る。 

 事業報酬 

 事業税（資本割・付加価値割） 

 法人税 

 減価償却費 
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② 他市場収益 

容量市場以外の市場（相対契約を含む）から収益が得られる場合

には、これらの他市場から得られる収益から対応する限界費用（燃

料費等）を差し引いた額によって他市場収益を算定することが適当

である。他市場収益を見積るに当たって一律に算定方法を定めるこ

とは困難であるが、容量市場の趣旨に鑑み、市場支配力を有する事

業者市場支配的事業者は合理的に見積り可能な範囲で算定すること

が適当である。例えば以下の項目を含めて算定することも考えられ

る。 

（2020 年度メインオークションの実績を参考とした一例） 

kWh価値 将来予測や過去実績を用いた市場価格と限界

費用の差分（利益分）を基に算定 

ΔkW 価値 過去の調整力公募実績を基に算定 

非化石価値 非化石価値取引市場の過去約定価格に、供給

計画ベースの発電量、または、過去の発電量

実績平均を基に算定 

相対取引 過去実績を基に、単価と発電量を想定し算定 

 

（４） 監視方法 

(ア) 売り惜しみ（事前監視） 

応札の受付期間開始までに、市場支配力を有する事業者市場支配的

事業者を対象として、容量市場に応札しない電源のリスト及び応札し

ない理由の説明を求めるとともに、その根拠となる資料の提示を求め

る。 

ただし、事前監視では、メインオークション応札受付開始時点です

でに 1年以上休止しており、かつ実需給年度においても休廃止予定で

ある場合や【４（３）監視対象行為（ア）「売り惜しみ」】の正当な理

由①～④③のいずれかに該当する場合は、当監視の対象外とする。 

 

(イ) 売り惜しみ（事後監視） 

応札の受付期間終了後に、市場支配力を有する事業者市場支配的事

業者を対象として、容量市場に応札しなかった電源のリスト及び応札

しない理由の説明を求めるとともに、その根拠となる資料の提示を求

める。（事前監視において対象となった電源を除く）。 

また、容量市場に応札した電源について、応札容量が期待容量を下

回る電源のうち、売り惜しみの可能性がある電源については、過去の
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稼働実績（３カ年分）の提示のほか、その理由の説明を求めるととも

に、その根拠となる資料の提示を求める。 

(ウ) 価格つり上げ（事前監視） 

応札の受付期間開始までに、市場支配力を有する事業者市場支配的

事業者を対象として、基準価格35以上の応札価格になる見込みの電源に

ついては、当該価格の算定方法及び算定根拠についての説明を求め

る。 

なお、当該監視で確認された価格を超える価格で応札した場合や、

当該監視を受けず基準価格以上で応札した場合は36、必要な手続きを踏

まえた上で当該応札を取り消すこととする。 

 

(エ) 価格つり上げ（事後監視） 

応札の受付期間終了後に、市場支配力を有する事業者市場支配的事

業者を対象として、以下の電源については、応札価格の算定方法及び

算定根拠についての説明を求める。37 

① 約定価格を決定した電源と、その上下２電源ずつ 

ただし、市場分断が起きた場合は、分断されたエリア毎に該当

する電源を抽出する。 

② 市場支配力を有する事業者毎に、最も高い価格で応札した電源

から３電源ずつ 

ただし、約定価格以上で応札された電源に限る。 

③ その他、監視主体が任意に抽出した電源 

ただし、監視主体が価格のつり上げを行っている可能性がある

と判断した場合に限る。 

  

 
35 前年度のメインオークションにおける指標価格とする。 
36 電力・ガス取引監視等委員会は、事前監視で確認した価格を事業者に通知し、応札の受

付開始後、実際の応札データとの整合性を確認する。 
37 市場支配力を有していない事業者非支配的事業者の応札電源は原則として監視対象とし

ないが、極めて限定的な状況(分断されたエリア毎の市場支配力を有する支配的事業者の応

札電源が全て約定価格未満である場合等)では、約定価格を決定した電源について監視対象

となりうる。 
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(オ) 監視スケジュール 

監視スケジュールは、以下のとおり。 

概要 スケジュール 

① 事前監視対象電源の情報提

出期日 

「X－２月●日」 

② 事前監視対象電源の応札価

格上限の修正期日38 

「③の数週間前」 

③ 応札の受付開始日 「X月●日」 

④ 応札の受付終了日 「X月●日」 

⑤ 事後監視の実施期間 「④～⑥の期間」39 

⑥ 約定結果の公表日 「Y月●日」 

 

（５） 監視結果 

電力・ガス取引監視等委員会において、監視の結果、事業者から客観的かつ

合理的な説明が得られない場合には、注意喚起を行う。また、売り惜しみや価

格のつり上げが判明した場合には、必要な手続きを踏まえた上で、事業者名及

び当該行為の内容を公表する。 

さらに、特に公正を害する応札行為を防止するため、市場管理者たる広域機

関は、募集要綱等に盛り込むペナルティについて検討を行う。例えば、一定期

間の容量オークションへの参加制限、期待容量の評価引き下げ等が考えられ、

資源エネルギー庁や電力・ガス取引監視等委員会と協議のうえ、適切な措置の

検討を行う。 

なお、監視のために供出事業者等から入手する算定根拠等の情報が、当該供

出事業者等の競争情報に当たる場合には、非公開とすることが適切である。 

 

 

5. カーボンニュートラルとの整合性 

（１） 非効率石炭火力のフェードアウトに向けた誘導措置 

脱炭素化という世界的な潮流の中、資源の乏しい我が国において、エネルギ

ー安定供給に万全を期しながら、2050年カーボンニュートラル社会をいかに実

現していくかという、大きな課題に取り組んでいく必要がある。そのような趣

旨を踏まえ、容量市場において、非効率石炭火力フェードアウトに向けた「誘

 
38 ただし、特段の事情がある電源を除き、①以降における、応札価格上限の修正は認めな

いこととする。 
39 なお、市場が分断した場合等の状況に応じて、⑤及び⑥の順序については変動する。 
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導措置」を講じることとなった。この誘導措置の具体的な仕組みついては、下

記のとおりである。 

(ア) 対象電源の基準 

設計効率が 42％未満の石炭火力を、容量確保契約金額が減額される

対象電源とする。 

このとき、設計効率は建設時の計画値であり、毎年変動する混焼率

や熱利用分は設計効率の算定外となる。 

また、石炭火力とは、主燃料が石炭である発電所を表しており、例

えば複数の燃料種を混焼している発電所において、石炭の割合が最も

高い場合、石炭火力に該当することとなる。 

 

(イ) インセンティブ設計 

誘導措置の対象電源については稼働抑制に対するインセンティブを

付与するため、対象電源の一律の減額ではなく、実需給年度の設備利

用率が 50％以下の電源については減額無し、設備利用率 50％超の電源

の減額率を 20％として、設備利用率の高低によって傾斜をつけていく

仕組みとする。 

このとき、設備利用率は、需給逼迫時のリクワイアメントに応じて

稼働や市場応札等を行った場合も考慮して、「年間設備利用率[％] ＝

（メーター値（送電端）[kWh] ― メーター値（需給逼迫時の送電端

発電量）[kWh]）/（契約容量[kW]×8,760[h]）」で算出される。 

 

（２） 誘導措置の対象電源の確認方法 

減額の対象電源の特定のため、発電事業者は電源情報等登録時に、減額対象

ではない電源（設計効率 42％以上）の設計効率と証憑書類を広域機関に提出

し、減額対象ではないことを証明する必要がある。 

このとき、設計効率の定義としては、「設計効率（建設時の計画値）＝ター

ビン効率×ボイラー効率×（１－プラント損失率）」で算出される数値とす

る。 

また、証憑書類の要件としては、以下のとおりである。 

①発電事業者以外が設計効率の数値を担保していること 

②発電事業者が提出する設計効率と同じ数値が書類中に記載されていること 

③当該設計効率がどの発電所のものであるか、特定されていること 

 

(ア) 設計効率を示す証憑書類が存在する場合 
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   上記の証憑書類を保有する発電事業者は、「容量市場メインオークシ

ョン募集要綱」に従い、広域機関に書類等を提出する。証憑書類は機

微情報を含むため、証憑書類の要件以上の情報については黒塗りとす

ることも可能である。 

   

(イ) 設計効率を示す証憑書類の提出が困難な場合 

タービンとボイラーを別メーカーから購入しており、性能試験結果

報告書が機器別に発行されている場合、各機器効率の証憑書類は存在

するものの、プラント全体の設計効率を示す証憑書類の提出は困難と

なる。こうした場合には、広域機関による「容量市場メインオークシ

ョン募集要綱」の公表後、電源等情報登録までに、資源エネルギー庁

が事業者からの相談を受けて、設計効率の計算過程等の妥当性を確認

する。相談を要する事業者は資源エネルギー庁の窓口（電力・ガス事

業部電力基盤整備課）に連絡を取ることで、資源エネルギー庁による

確認プロセスが開始される。確認プロセスに係る事項は以下のとおり

である。 

 

①  妥当性の確認方法 

上記（２）のとおり、設計効率は、「設計効率（建設時の計画

値）＝タービン効率×ボイラー効率×（１－プラント損失率）」で

定義されるが、発電事業者が設計効率を示す証憑書類を提出する

ことが困難な場合においては、以下の書類の提出を求める。 

・タービン効率（計画値）やボイラー効率（計画値）について

は、上記「証憑書類の要件」を満たす書類を提出。 

※「証憑書類の要件」を満たす書類としては、例えば、当該事

業者以外がタービン効率やボイラー効率の数値を保証してい

る性能試験結果報告書等が考えられる。 

・プラント損失率については、より実態に近い数値として、建設

時に行う性能試験において計測された実測値を使用することと

し、当該数値を確認可能な書類を提出。 

・上記、設計効率の定義に基づき算出された設計効率の数値を示

す書類を提出。 

      

特にプラント損失率については技術的な内容を含むため、資源

エネルギー庁は、必要に応じて発電事業者に対して説明を求める
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こととする。このとき、当該事業者が説明を拒否する等、説明の

場が調わない場合は、妥当性の確認が完了しない。 

 

②  妥当性の確認証明 

資源エネルギー庁は、発電事業者から提出された設計効率の計

算過程等の妥当性が確認できた場合、その設計効率を確認した旨

を当該事業者に通知する。また、当該事業者は、本通知を証憑書

類として、電源等情報登録時の添付書類として広域機関に提出す

る。 

 

(ウ) 実需給年度までに設計効率に変更がある場合 

応札年度以降にタービンの設備改造を実施する等の理由で、将来的

に設計効率が変わる計画を持っており、設備改造等による効率向上で

誘導措置の対象電源から外れる（設計効率 42％以上となる）場合は、

「容量市場メインオークション募集要綱」に従い、電源情報等登録時

に事前申請を行う。 

※この時の設計効率の算出方法は、下記（ウ）①を参照。 

この場合においては、設備改造等後の設計効率の妥当性の確認が必

要となるため、タービン或いはボイラーの設備改造等を完了した時点

で、発電事業者は、すみやかに資源エネルギー庁に連絡を取ることと

する。 

その後、資源エネルギー庁は当該事業者の相談を受けて妥当性の確

認を完了し、当該事業者は、実需給年度開始前までに、広域機関にそ

の証憑書類等を提出することとする。確認プロセスに係る事項は以下

のとおりである。 

① 妥当性の確認方法 

上記（２）のとおり、設計効率は、「設計効率（建設時の計画

値）＝タービン効率×ボイラー効率×（１－プラント損失率）」で

定義されるが、発電事業者が設計効率を示す証憑書類を提出する

ことが困難な場合においては、以下の書類の提出を求める。 

・タービン効率（計画値）やボイラー効率（計画値）について

は、上記「証憑書類の要件」を満たす書類を提出。ただし、設

備改造の場合、改造した設備は改造後の機器効率（計画値）を

使用し、改造していない設備は建設時の機器効率（計画値：前

項（イ）①と同様の数値）を使用。 
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※「証憑書類の要件」を満たす書類としては、例えば、当該事

業者以外がタービン効率やボイラー効率の数値を保証してい

る性能試験結果報告書等が考えられる。 

・プラント損失率については、より実態に近い数値として、建設

時に行う性能試験において計測された実測値を使用することと

し、当該数値を確認可能な書類の提出 

・上記、設計効率の定義に基づき算出された設計効率の数値を示

す書類の提出 

      

資源エネルギー庁は、必要に応じて発電事業者に対して説明の

機会を設定することとする。このとき、当該事業者が説明を拒否

する等、説明の場が調わない場合は、妥当性の確認が完了しな

い。 

 

③  妥当性の確認証明 

資源エネルギー庁は、発電事業者から提出された設計効率の計

算過程等の妥当性が確認できた場合、設計効率を確認した旨を当

該事業者に通知する。また、当該事業者は、実需給年度開始前ま

でに、広域機関にその証憑書類等を提出する。 

 

6．発電事業に要する費用の適切な情報開示 

特に大規模な発電事業者（保有する発電設備の容量が合計 200 万 kW を超え

る発電事業者）は、電気事業会計規則第三条の二の規定及び同規則別表第三に

基づき、発電事業営業費用明細表等の作成が求められるとともに、「地域や需

要家への安定的な電力サービス実現に向けた市場リスクマネジメントに関する

指針」（以下、リスクマネジメントガイドラインという。）では、この概要を、

競争上不利益にならない範囲において、決算報告後、速やかに公表を行うこと

が望ましいとされている。 

容量市場は、小売電気事業者等から支払われる容量拠出金を原資として、広

域機関が必要な供給力をオークションを通じて調達し、発電事業者に対して容

量確保契約金額の支払いが行われる制度であることを踏まえれば、特に大規模

な発電事業者においては、容量確保契約金額についての適切な情報開示が重要

であると考えられる。 

このため、リスクマネジメントガイドラインに基づく発電事業営業費用明細

表等の概要の公表に当たっては、2024年度以降のその明細表において、容量確
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保契約金額を注記として付記することにより、発電事業に要する費用の額と当

該収入金額を比較可能な形で公表することが望ましい。 
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電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会開催状況 

 

開催回数 開催日時 議題 

第 1回 平成 29年 3月 6日 （1）今後の市場整備の方向性について 

（2）詳細設計を行う上での留意事項について 

（3）今後の進め方について 

第 2回 平成 29年 3月 28日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）その他 

第 3回 平成 29年 4月 10日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）地域間連系線の利用ルール等に関する検討会  

平成 28年度（2016年度）中間取りまとめについて 

第 4回 平成 29年 4月 20日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）その他 

第 5回 平成 29年 5月 15日 （1）事業者ヒアリングについて 

（2）意見募集の結果について 

（3）その他 

第 6回 平成 29年 5月 22日 （1）海外有識者ヒアリングについて  

（2）事業者ヒアリングについて  

（3）その他 

第 7回 平成 29年 6月 6日 （1）需給調整市場について 

（2）インバランス制度について 

第 8回 平成 29年 6月 30日 （1）ベースロード電源市場について 

（2）その他 

第 9回 平成 29年 7月 26日 （1）インバランスの当面の見直しについて 

（2）間接オークション導入に伴う会計上の整理について 

（3）既存契約見直し指針について 

（4）中間論点整理（案） 

第 10回 平成 29年 9月 6日 容量市場について 

第 11回 平成 29年 9月 19日 需給調整市場について 

第 12回 平成 29年 10月 6日 容量市場について  

第 13回 平成 29年 10月 30日 （1）間接送電権について 

（2）ベースロード電源市場について 

第 14回 平成 29年 11月 10日 （1）需給調整市場について 

（2）容量市場について 

第 15回 平成 29年 11月 28日 （1）需給調整市場について 
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（2）非化石価値取引市場について 

（3）その他 

第 16回 平成 29年 12月 12日 （1）容量市場について 

（2）ベースロード電源市場について 

第 17回 平成 29年 12月 26日 （1）中間論点整理（第 2次）（案）及び非化石価値取引市

場について（案） 

（2）各市場等の制度設計に係る意見募集のご案内につ

いて 

第 18回 平成 30年 1月 30日 事業者ヒアリングについて 

第 19回 平成 30年 3月 2日 （1）事業者・団体ヒアリングについて 

（2）意見募集の結果について 

第 20回 平成 30年 3月 23日 （1）需給調整市場について 

（2）容量市場について 

（3）その他 

第 21回 平成 30年 4月 10日 （1）間接送電権について 

（2）容量市場について 

第 22回 平成 30年 4月 26日 （1）間接送電権について 

（2）容量市場に関する既存契約見直し指針について 

（3）ベースロード電源市場について 

（4）その他 

第 23回 平成 30年 5月 18日 （1）容量市場について 

（2）中間とりまとめについて 

第 24回 平成 30年 7月 17日 （1）中間とりまとめに関するパブリックコメントについて 

（2）需給調整市場について 

（3）その他 

第 25回 平成 30年 10月 22日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）その他 

第 26回 平成 30年 11月 26日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）間接送電権について 

第 27回 平成 30年 12月 17日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）容量市場について 

第 28回 平成 31年 1月 30日 （1）容量市場について 

（2）非化石価値取引市場について 

（3）需給調整市場について 

第 29回 平成 31年 2月 28日 （1）容量市場について 

（2）非化石価値取引市場について 
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（3）ベースロード市場について 

（4）東北東京間連系線に係わる特定負担者の取り扱い

の明確化について 

第 30回 平成 31年 3月 19日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）容量市場について 

（3）ベースロード市場について 

第 31回 平成 31年 4月 22日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）容量市場について 

（3）その他 

第 32回 令和元年 5月 31日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）第二次中間とりまとめについて 

（3）その他 

第 32回 令和元年 5月 31日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）第二次中間とりまとめについて 

（3）その他 

第 33回 令和元年 7月 25日 （１）第二次中間とりまとめに関するパブリックコメントについて 

（２）ベースロード市場について 

（３）非化石価値取引市場について 

（４）事業者ヒアリングについて 

第 34回 令和元年 9月 13日 （１）容量市場について 

（２）その他 

第 35回 令和元年 10月 28日 （１）非化石価値取引市場について 

（２）ベースロード市場について 

（３）容量市場について 

第 36回 令和元年 12月 6日 （１）非化石価値取引市場について 

（２）間接送電権について 

（３）容量市場について 

第 37回 令和元年 12月 24日 （１）非化石価値取引市場について 

（２）ベースロード市場について 

第 38回 令和 2年 1月 31日 （１）容量市場について 

（２）非化石価値取引市場について 

（３）需給調整市場について 

第 39回 令和 2年 4月 7日 （１）容量市場について 

（２）ベースロード市場について 

第 40回 令和 2年 5月 29日 

 

（1）容量市場について 

（1）第三次中間とりまとめ（案）について 
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第 41回 令和 2年 7月 31日 （1）第三次中間とりまとめに関するパブリックコメントにつ

いて 

（2）非化石価値取引市場について 

（3）非効率石炭のフェードアウトに向けた検討について 

第 42回 令和 2年 9月 17日 （1）容量市場について 

（2）非化石価値取引市場について 

第 43回 令和 2年 10月 13日 （1）容量市場について 

（2）需給調整市場について 

第 44回 令和 2年 11月 27日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）容量市場について 

第 45回 令和 2年 12月 24日 容量市場について 

第 47回 令和 3年 3月 1日 （1）容量市場について 

（2）非化石価値取引市場について 

第 48回 令和 3年 3月 26日 （1）容量市場について 

（2）非化石価値取引市場について 

（3）ベースロード市場について 

第 49回 令和 3年 4月 15日 （1）容量市場について 

（2）非化石価値取引市場について 

第 50回 令和 3年 4月 26日 

 

（1）第四次中間とりまとめ（案）について 

（2）非化石価値取引市場について 

（3）需給調整市場について 

第 51回 令和 3年 5月 26日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）2021年度夏季及び冬季の電力需給の見通しと対策

について 

第 52回 令和 3年 6月 14日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）容量市場について 

（3）第四次中間とりまとめに関するパブリックコメントにつ

いて 

第 53回 令和 3年 7月 5日 第５次中間とりまとめ（案）について 

第 54回 令和 3年 7月 16日 （1）今後の供給力確保策について 

（2）非化石価値取引市場について 

第 55回 令和 3年 7月 16日 （1）ベースロード市場について 

（2）非化石価値取引市場について 

第 56回 令和 3年 8月 27日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）2022年度の需給見通し・供給力確保策について 
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（3）第 5次中間とりまとめに関するパブリックコメントにつ

いて 

第 57回 令和 3年 9月 24日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）2020 年度の高度化法に基づく達成計画の報告につ

いて 

（3）2021年度冬季に向けた供給力確保策について 

（4）需給調整市場の取引状況 

第 58回 令和 3年 10月 12日 第 6次中間とりまとめ（案）について 

第 59回 令和 3年 11月 29日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）今冬の電力需給対策及び今後の電力システムの主

な課題について 

第 60回 令和 3年 12月 22日 （1）非化石価値取引市場について 

（2）容量市場について 

（3）電源投資の確保について 

第 61回 令和 4年 1月 21日 （1）容量市場について 

（2）電源投資の確保について 

（3）非化石価値取引市場について 

第 62回 令和 4年 2月 17日 （1）容量市場について 

（2）電源投資の確保について 

（3）非化石価値取引市場について 

第 63回 令和 4年 3月 16日 （1）容量市場について 

（2）ベースロード市場について 

（3）非化石価値取引市場について 

第 64回 令和 4年 3月 16日 （1）容量市場について 

（2）ベースロード市場について 

（3）需給調整市場について 

第 65回 令和 4年 5月 25日 （1）ベースロード市場について 

（2）容量市場について 

（3）電源投資の確保について 

※網掛け回は七次中間とりまとめに関する議論を実施 
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電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会委員名簿 

 

※五十音順、敬称略 ◎は座長、〇は座長代理 

（令和 4年 5月現在） 

○秋元 圭吾  公益財団法人地球環境産業技術研究機構システム研究Ｇ  

グループリーダー 

安藤 至大  日本大学経済学部 教授 

◎大橋 弘     東京大学大学院経済学研究科 教授 

男澤 江利子  有限責任監査法人トーマツ 公認会計士 

河辺 賢一    東京工業大学 工学院 助教 

小宮山 涼一  東京大学大学院工学系研究科 准教授 

曽我 美紀子  西村あさひ法律事務所 パートナー 弁護士 

武田 邦宣   大阪大学大学院法学研究科 教授 

辻 隆男     横浜国立大学大学院工学研究院知的構造の創生部門 准教授 

廣瀬 和貞    株式会社アジアエネルギー研究所 代表 

又吉 由香    みずほ証券株式会社 上級研究員 

松村 敏弘    東京大学社会科学研究所 教授 
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電力・ガス基本政策小委員会制度検討作業部会  

オブザーバー名簿 

 

※五十音順、敬称略（令和 4年 5月現在） 

 

阿部 公哉   東北電力ネットワーク株式会社 電力システム部 技術担当部長 

石坂 匡史    東京ガス株式会社 エネルギートレーディングカンパニー 

電力事業部長 

小川 博志   関西電力株式会社 執行役員 エネルギー・環境企画室長 

加藤 英彰   電源開発株式会社 常務執行役員 経営企画部長 

國松 亮一   一般社団法人日本卸電力取引所 企画業務部長 

小鶴 慎吾   株式会社エネット 取締役 経営企画部長 

斉藤 靖     イーレックス株式会社 取締役経営企画部長 

佐藤 悦緒   電力・ガス取引監視等委員会事務局長 

花井 浩一   中部電力株式会社 執行役員 経営戦略本部 部長 

山次 北斗   電力広域的運営推進機関 企画部長 

渡辺 宏     出光興産株式会社 上席執行役員  

 

（関係省庁） 

環境省 


